
関係する皆様に優先的に読んでいただきたい項目一覧

① 学校管理職の皆様へ

第１編 障害のある子供の教育支援の基本的な考え方

１ 障害のある子供の教育に求められること

２ 早期からの一貫した教育支援

３ 今日的な障害の捉えと対応

第２編 就学に関する事前の相談・支援，就学先決定，就学先変更のモデルプロセス

第１章 就学先決定等の仕組みに関する基本的な考え方

第２章 就学に向けた様々な事前の準備を支援するための活動

２ 就学に関する事前の相談・支援として行われる様々な活動

第３章 法令に基づく就学先の具体的な検討と決定プロセス

１ 就学義務と就学先決定の仕組みについて

３ 就学時健康診断の実施

５ 市区町村教育委員会による教育的ニーズの整理と必要な支援の内容の検討

７ 市区町村教育委員会による総合的な判断と就学先決定

１０ 入学に至るまでの教育相談及び入学後の教育相談の重要性

１１ 情報の引継ぎ

第４章 就学後の学びの場の柔軟な見直しとそのプロセス

１ 基本的な考え方

２ 個に応じた適切な指導の充実

３ 子供の教育的ニーズの変化の的確な把握

４ 継続的な教育相談の実施

５ 在籍校と教育委員会が連携した学びの場の変更

６ 学びの場の見直しに当たっての本人及び保護者との合意形成 ～学びの場の変更の取組例～

第５章 適切な支援を行うにあたって期待されるネットワークの構築

１ 教育分野におけるネットワーク

第６章 就学に関わる関係者に求められるもの

１ 保護者支援におけるカウンセリングマインドの発揮

２ 実態の把握の的確な把握（アセスメント）のための連携

３ 関係者に求められること

（４）学校関係者に求められること

第3編 障害の状態等に応じた教育的対応 ※在籍又は入学予定の子供の障害の章

※ 特に、第２編第４章については、校内で十分理解・啓発に努めていくこと。

【参考資料】
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② 学級担任・担当の皆様へ

第１編 障害のある子供の教育支援の基本的な考え方

１ 障害のある子供の教育に求められること

２ 早期からの一貫した教育支援

３ 今日的な障害の捉えと対応

第2編 就学に関する事前の相談・支援，就学先決定，就学先変更のモデルプロセス

第３章 法令に基づく就学先の具体的な検討と決定プロセス

５ 市区町村教育委員会による教育的ニーズの整理と必要な支援の内容の検討

第４章 就学後の学びの場の柔軟な見直しとそのプロセス

１ 基本的な考え方

２ 個に応じた適切な指導の充実

３ 子供の教育的ニーズの変化の的確な把握

４ 継続的な教育相談の実施

５ 在籍校と教育委員会が連携した学びの場の変更

６ 学びの場の見直しに当たっての本人及び保護者との合意形成 ～学びの場の変更の取組例～

第６章 就学に関わる関係者に求められるもの

１ 保護者支援におけるカウンセリングマインドの発揮

２ 実態の的確な把握（アセスメント）のための連携

３ 関係者に求められること

第3編 障害の状態等に応じた教育的対応 ※在籍又は入学予定の子供の障害の章
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③ 医療関係者の皆さまへ

第１編 障害のある子供の教育支援の基本的な考え方

２ 早期からの一貫した教育支援

（１）早期からの教育相談・支援の重要性

（２）一貫した教育支援の重要性

（３）移行期の教育支援に求められること

第２編 就学に関する事前の相談・支援，就学先決定，就学先変更のモデルプロセス

第２章 就学に向けた様々な事前の準備を支援するための活動

２ 就学に関する事前の相談・支援として行われる様々な活動

（３）障害のある子供の早期発見と早期支援

第３章 法令に基づく就学先の具体的な検討と決定プロセス

５ 市区町村教育委員会による教育的ニーズの整理と必要な支援の内容の検討

（２）特別な指導や合理的配慮等の必要な支援の内容を検討

（３）重複障害のある子供について

（５）医療的ケアの必要な子供について

１０ 入学に至るまでの教育相談及び入学後の教育相談の重要性

１１ 情報の引継ぎ

（１）個別の教育支援計画等の作成

（２）個別の教育支援計画の活用方法や盛り込まれるべきもの

第６章 就学に関わる関係者に求められるもの

１ 保護者支援におけるカウンセリングマインドの発揮

３ 関係者に求められること

（３）医療・福祉・保健担当者（保健師等）に求められること

第3編 障害の状態等に応じた教育的対応 ※関係する子供の障害の章
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④ 保健、福祉、労働関係者等の皆さまへ

第１編 障害のある子供の教育支援の基本的な考え方

２ 早期からの一貫した教育支援

（１）早期からの教育相談・支援の重要性

（２）一貫した教育支援の重要性

（３）移行期の教育支援に求められること

（５）進学や就職，就労等に向けた取組

第２編 就学に関する事前の相談・支援，就学先決定，就学先変更のモデルプロセス

第２章 就学に向けた様々な事前の準備を支援するための活動

２ 就学に関する事前の相談・支援として行われる様々な活動

（３）障害のある子供等の早期発見と早期支援

第３章 法令に基づく就学先の具体的な検討と決定プロセス

１１ 情報の引継ぎ

（１）個別の教育支援計画等の作成
（２）個別の教育支援計画の活用方法や盛り込まれるべきもの

第４章 就学後の学びの場の柔軟な見直しとそのプロセス

５ 在籍校と教育委員会が連携した学びの場の変更

第６章 就学に関わる関係者に求められるもの

１ 保護者支援におけるカウンセリングマインドの発揮

３ 関係者に求められること

（３）医療・福祉・保健担当者（保健師等）に求められること

第３編 障害の状態等に応じた教育的対応 ※関連する子供の障害の章
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○ 学校教育法（抄）（昭和２２年３月３１日法律第２６号） 

 

第十七条 保護者は、子の満六歳に達した日の翌日以後における最初の学年の初めから、

満十二歳に達した日の属する学年の終わりまで、これを小学校、義務教育学校の前期

課程又は特別支援学校の小学部に就学させる義務を負う。ただし、子が、満十二歳に

達した日の属する学年の終わりまでに小学校の課程、義務教育学校の前期課程又は

特別支援学校の小学部の課程を修了しないときは、満十五歳に達した日の属する学

年の終わり（それまでの間においてこれらの課程を修了したときは、その修了した日

の属する学年の終わり）までとする。 

② 保護者は、子が小学校の課程、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部

の課程を修了した日の翌日以後における最初の学年の初めから、満十五歳に達した

日の属する学年の終わりまで、これを中学校、義務教育学校の後期課程、中等教育学

校の前期課程又は特別支援学校の中学部に就学させる義務を負う。 

③ 前二項の義務の履行の督促その他これらの義務の履行に関し必要な事項は、政令で

定める。 

 

第十八条 前条第一項又は第二項の規定によつて、保護者が就学させなければならない

子（以下それぞれ「学齢児童」又は「学齢生徒」という。）で、病弱、発育不完全そ

の他やむを得ない事由のため、就学困難と認められる者の保護者に対しては、市町村

の教育委員会は、文部科学大臣の定めるところにより、同条第一項又は第二項の義務

を猶予又は免除することができる。 

 

第八章 特別支援教育 

第七十二条 特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又

は病弱者（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は

高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服

し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的とする。 

 

第七十三条 特別支援学校においては、文部科学大臣の定めるところにより、前条に規

定する者に対する教育のうち当該学校が行うものを明らかにするものとする。 

 

第七十四条 特別支援学校においては、第七十二条に規定する目的を実現するための教

育を行うほか、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校

の要請に応じて、第八十一条第一項に規定する幼児、児童又は生徒の教育に関し必要

な助言又は援助を行うよう努めるものとする。 
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第七十五条 第七十二条に規定する視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由

者又は病弱者の障害の程度は、政令で定める。 

 

第七十六条 特別支援学校には、小学部及び中学部を置かなければならない。ただし、

特別の必要のある場合においては、そのいずれかのみを置くことができる。 

② 特別支援学校には、小学部及び中学部のほか、幼稚部又は高等部を置くことができ、

また、特別の必要のある場合においては、前項の規定にかかわらず、小学部及び中学

部を置かないで幼稚部又は高等部のみを置くことができる。 

 

第七十七条 特別支援学校の幼稚部の教育課程その他の保育内容、小学部及び中学部の

教育課程又は高等部の学科及び教育課程に関する事項は、幼稚園、小学校、中学校又

は高等学校に準じて、文部科学大臣が定める。 

 

第七十八条 特別支援学校には、寄宿舎を設けなければならない。ただし、特別の事情

のあるときは、これを設けないことができる。 

 

第七十九条 寄宿舎を設ける特別支援学校には、寄宿舎指導員を置かなければならない。 

② 寄宿舎指導員は、寄宿舎における幼児、児童又は生徒の日常生活上の世話及び生活

指導に従事する。 

 

第八十条 都道府県は、その区域内にある学齢児童及び学齢生徒のうち、視覚障害者、

聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者で、その障害が第七十五条の政令

で定める程度のものを就学させるに必要な特別支援学校を設置しなければならない。 

 

第八十一条 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校にお

いては、次項各号のいずれかに該当する幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援

を必要とする幼児、児童及び生徒に対し、文部科学大臣の定めるところにより、障害

による学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行うものとする。 

② 小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校には、次の各号のいず

れかに該当する児童及び生徒のために、特別支援学級を置くことができる。 

一 知的障害者 

二 肢体不自由者 

三 身体虚弱者 

四 弱視者 

五 難聴者 

六 その他障害のある者で、特別支援学級において教育を行うことが適当なもの 



362 
 

③ 前項に規定する学校においては、疾病により療養中の児童及び生徒に対して、特別

支援学級を設け、又は教員を派遣して、教育を行うことができる。 

 

第八十二条 第二十六条、第二十七条、第三十一条（第四十九条及び第六十二条におい

て読み替えて準用する場合を含む。）、第三十二条、第三十四条（第四十九条及び第六

十二条において準用する場合を含む。）、第三十六条、第三十七条（第二十八条、第四

十九条及び第六十二条において準用する場合を含む。）、第四十二条から第四十四条

まで、第四十七条及び第五十六条から第六十条までの規定は特別支援学校に、第八十

四条の規定は特別支援学校の高等部に、それぞれ準用する。 

 

 

○学校教育法施行令（抄）（昭和２８年１０月３１日政令第３４０号） 

 

第一節 学齢簿 

（学齢簿の編製） 

第二条 市町村の教育委員会は、毎学年の初めから五月前までに、文部科学省令で定め

る日現在において、当該市町村に住所を有する者で前学年の初めから終わりまでの間

に満六歳に達する者について、あらかじめ、前条第一項の学齢簿を作成しなければな

らない。この場合においては、同条第二項から第四項までの規定を準用する。 

 

第二節 小学校、中学校及び中等教育学校 

（入学期日等の通知、学校の指定） 

第五条 市町村の教育委員会は、就学予定者（法第十七条第一項又は第二項の規定によ

り、翌学年の初めから小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校又は特別支援学

校に就学させるべき者をいう。以下同じ。）のうち、認定特別支援学校就学者（視覚

障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）

で、その障害が、第二十二条の三の表に規定する程度のもの（以下「視覚障害者等」

という。）のうち、当該市町村の教育委員会が、その者の障害の状態、その者の教育

上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案し

て、その住所の存する都道府県の設置する特別支援学校に就学させることが適当で

あると認める者をいう。以下同じ。）以外の者について、その保護者に対し、翌学年

の初めから二月前までに、小学校、中学校又は義務教育学校の入学期日を通知しなけ

ればならない。 

２ 市町村の教育委員会は、当該市町村の設置する小学校及び義務教育学校の数の合計

数が二以上である場合又は当該市町村の設置する中学校（法第七十一条の規定によ

り高等学校における教育と一貫した教育を施すもの（以下「併設型中学校」という。）
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を除く。以下この項、次条第七号、第六条の三第一項、第七条及び第八条において同

じ。）及び義務教育学校の数の合計数が二校以上ある場合においては、前項の通知に

おいて当該就学予定者の就学すべき小学校、中学校又は義務教育学校を指定しなけ

ればならない。 

３ 前二項の規定は、第九条第一項又は第十七条の届出のあつた就学予定者については、

適用しない。 

 

第六条 前条の規定は、次に掲げる者について準用する。この場合において、同条第一

項中「翌学年の初めから二月前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるもの

とする。 

一 就学予定者で前条第一項に規定する通知の期限の翌日以後に当該市町村の教育

委員会が作成した学齢簿に新たに記載されたもの又は学齢児童若しくは学齢生徒

でその住所地の変更により当該学齢簿に新たに記載されたもの（認定特別支援学

校就学者及び当該市町村の設置する小学校、中学校、義務教育学校又は中学校に在

学する者を除く。） 

二 次条第二項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒 

三 第六条の三第二項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒（同条第三項の通知に係

る学齢児童及び学齢生徒を除く。） 

四 第十条又は第十八条の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒（認定特別支援学校就

学者を除く。） 

五 第十二条第一項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち、認定特別支援学校

就学者の認定をした者以外の者（同条第三項の通知に係る学齢児童及び学齢生徒

を除く。） 

六 第十二条の二第一項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち、認定特別支援

学校就学者の認定をした者以外の者（同条第三項の通知に係る学齢児童及び学齢

生徒を除く。） 

七 小学校、中学校又は義務教育学校の新設、廃止等によりその就学させるべき小学

校、中学校又は義務教育学校を変更する必要を生じた児童生徒等 

 

第六条の二 特別支援学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚障害者等でなくな

つたものがあるときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する特別支援学校の校長は、

速やかに、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する都道府県の教育委員会に対し、

その旨を通知しなければならない。 

２ 都道府県の教育委員会は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について、当

該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、速やかに、その

氏名及び視覚障害者等でなくなつた旨を通知しなければならない。 
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第六条の三 特別支援学校に在学する学齢児童又は学齢生徒でその障害の状態、その者

の教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情の変

化により当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の設置する小学校、中学校

又は義務教育学校に就学することが適当であると思料するもの（視覚障害者等でなく

なつた者を除く）があるときは、当該学齢児童又は、学齢生徒の在学する特別支援学

校の校長は、速やかに、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する都道府県の教育委

員会に対し、その旨を通知しなければならない。 

２ 都道府県の教育委員会は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について、当

該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、速やかに、その

氏名及び同項の通知があつた旨を通知しなければならない。 

３ 市町村の教育委員会は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について、当該

特別支援学校に引き続き就学させることが適当であると認めたときは、都道府県の教

育委員会に対し、速やかに、その旨を通知しなければならない。 

４ 都道府県の教育委員会は、前項の通知を受けたときは、第一項の校長に対し、速や

かに、その旨を通知しなければならない。 

 

第六条の四 学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等で小学校、中学校、義務教育学

校又は中等教育学校に在学するもののうち視覚障害者等でなくなつたものがあると

きは、その在学する小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育学校の校長は、速や

かに、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、その旨

を通知しなければならない。 

 

第七条 市町村の教育委員会は、第五条第一項（第六条において準用する場合を含む。）

の通知と同時に、当該児童生徒等を就学させるべき小学校、中学校又は義務教育学校

の校長に対し、当該児童生徒等の氏名及び入学期日を通知しなければならない。 

 

第八条 市町村の教育委員会は、第五条第二項（第六条において準用する場合を含む。）

の場合において、相当と認めるときは、保護者の申立により、その指定した小学校、

中学校又は義務教育学校又を変更することができる。この場合においては、速やかに、

その保護者及び前条の通知をした小学校、中学校又は義務教育学校の校長に対し、そ

の旨を通知するとともに、新たに指定した小学校、中学校又は義務教育学校の校長に

対し、同条の通知をしなければならない。 

 

（区域外就学等） 

第九条 児童生徒等をその住所の存する市町村の設置する小学校、中学校（併設型中学



365 
 

校を除く。）又は義務教育学校以外の小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育学

校に就学させようとする場合には、その保護者は、就学させようとする小学校、中学

校、義務教育学校又は中等教育学校が市町村又は都道府県の設置するものであるとき

は当該市町村又は都道府県の教育委員会の、その他のものであるときは当該小学校、

中学校、義務教育学校又は中等教育学校における就学を承諾する権限を有する者の承

諾を証する書面を添え、その旨をその児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会

に届け出なければならない。 

２ 市町村の教育委員会は、前項の承諾（当該市町村の設置する小学校、中学校（併設

型中学校を除く。）又は義務教育学校への就学に係るものに限る。）を与えようとする

場合には、あらかじめ、児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会に協議するも

のとする。 

 

第十条 学齢児童及び学齢生徒でその住所の存する市町村の設置する小学校、中学校

（併設型中学校を除く。）又は義務教育学校以外の小学校、中学校若しくは義務教育

学校又は中等教育学校に在学するものが、小学校、中学校若しくは義務教育学校又は

中等教育学校の前期課程の全課程を修了する前に退学したときは、当該小学校若しく

は中学校又は中等教育学校の校長は、速やかに、その旨を当該学齢児童又は学齢生徒

の住所の存する市町村の教育委員会に通知しなければならない。 

 

第三節 特別支援学校 

（特別支援学校への就学についての通知） 

第十一条 市町村の教育委員会は、第二条に規定する者のうち認定特別支援学校就学者

について、都道府県の教育委員会に対し、翌学年の初めから三月前までに、その氏名

及び特別支援学校に就学させるべき旨を通知しなければならない。 

２ 市町村の教育委員会は、前項の通知をするときは、都道府県の教育委員会に対し、

同項の通知に係る者の学齢簿の謄本（第一条第三項の規定により磁気ディスクをもつ

て学齢簿を調製している市町村の教育委員会にあつては、その者の学齢簿に記録され

ている事項を記載した書類）を送付しなければならない。 

３ 前二項の規定は、第九条第一項又は第十七条の届出のあつた者については、適用し

ない。 

 

第十一条の二 前条の規定は、小学校又は義務教育学校に在学する学齢児童のうち視覚

障害者等で翌学年の初めから特別支援学校の中学部に就学させるべき者として認定

特別支援学校就学者の認定をしたものについて準用する。 

 

第十一条の三 第十一条の規定は、第二条の規定により文部科学省令で定める日の翌日
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以後の住所地の変更により当該市町村の教育委員会が作成した学齢簿に新たに記載

された児童生徒等のうち認定特別支援学校就学者について準用する。この場合におい

て、第十一条第一項中「翌学年の初めから三月前までに」とあるのは、「翌学年の初

めから三月前までに（翌学年の初日から三月前の応当する日以後に当該学齢簿に新た

に記載された場合にあつては、速やかに）」と読み替えるものとする。 

２ 第十一条の規定は、第十条又は第十八条の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のう

ち認定特別支援学校就学者について準用する。この場合において、第十一条第一項中

「翌学年の初めから三月前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとす

る。 

 

第十二条 小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育学校に在学する学齢児童又は学

齢生徒で視覚障害者等になつたものがあるときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学

する小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育学校の校長は、速やかに、当該学齢

児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、その旨を通知しなけれ

ばならない。 

２ 第十一条の規定は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認定特別支援 

学校就学者の認定をした者について準用する。この場合において、同条第一項中「翌 

学年の初めから三月前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとする。 

３ 第一項の規定による通知を受けた市町村の教育委員会は、同項の通知を受けた学齢

児童又は学齢生徒について現に在学する小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育

学校に引き続き就学させることが適当であると認めたときは、同項の校長に対し、そ

の旨を通知しなければならない。 

 

第十二条の二 学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等で小学校、中学校、義務教育

学校又は中等教育学校に在学するもののうち、その障害の状態、その者の教育上必要

な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情の変化によりこれ

らの小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育学校に就学させることが適当でなく

なつたと思料するものがあるときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する小学校、

中学校又は中等教育学校の校長は、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村

の教育委員会に対し、速やかに、その旨を通知しなければならない。 

２ 第十一条の規定は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認定特別支援

学校就学者の認定をした者について準用する。この場合において、同条第一項中「翌

学年の初めから三月前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとする。 

３ 第一項の規定による通知を受けた市町村の教育委員会は、同項の通知を受けた学齢

児童又は学齢生徒について現に在学する小学校、中学校又は中等教育学校に引き続き

就学させることが適当であると認めたときは、同項の校長に対し、その旨を通知しな
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ければならない。 

 

（学齢簿の加除訂正の通知） 

第十三条 市町村の教育委員会は、第十一条第一項（第十一条の二、第十一条の三、第

十二条第二項及び前条第二項において準用する場合を含む。）の通知に係る児童生徒

等について第三条の規定による加除訂正をしたときは、速やかに、都道府県の教育委

員会に対し、その旨を通知しなければならない。 

 

（区域外就学等の届出の通知） 

第十三条の二 市町村の教育委員会は、第十一条第一項（第十一条の二、第十一条の三、

第十二条第二項及び第十二条の二第二項において準用する場合を含む。）の通知に係

る児童生徒等について、その通知の後に第九条第一項又は第十七条の届出があつたと

きは、速やかに、都道府県の教育委員会に対し、その旨を通知しなければならない。 

 

（特別支援学校の入学期日等の通知、学校の指定） 

第十四条 都道府県の教育委員会は、第十一条第一項（第十一条の二、第十一条の三、

第十二条第二項及び第十二条の二第二項において準用する場合を含む。）の通知を受

けた児童生徒等及び特別支援学校の新設、廃止等によりその就学させるべき特別支援

学校を変更する必要を生じた児童生徒等について、その保護者に対し、第十一条第一

項（第十一条の二において準用する場合を含む。）の通知を受けた児童生徒等にあつ

ては翌学年の初めから二月前までに、その他の児童生徒等にあつては速やかに特別支

援学校の入学期日を通知しなければならない。 

２ 都道府県の教育委員会は、当該都道府県の設置する特別支援学校が二校以上ある場 

合においては、前項の通知において当該児童生徒等を就学させるべき特別支援学校を 

指定しなければならない。 

３ 前二項の規定は、前条の通知を受けた児童生徒等については、適用しない。 

 

第十五条 都道府県の教育委員会は、前条第一項の通知と同時に、当該児童生徒等を就

学させるべき特別支援学校の校長及び当該児童生徒等の住所の存する市町村の教育

委員会に対し、当該児童生徒等の氏名及び入学期日を通知しなければならない。 

２ 都道府県の教育委員会は、前条第二項の規定により当該児童生徒等を就学させるべ

き特別支援学校を指定したときは、前項の市町村の教育委員会に対し、同項に規定す

る事項のほか、その指定した特別支援学校を通知しなければならない。 

 

第十六条 都道府県の教育委員会は、第十四条第二項の場合において、相当と認めると

きは、保護者の申立により、その指定した特別支援学校を変更することができる。こ
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の場合においては、速やかに、その保護者並びに前条の通知をした特別支援学校の校

長及び市町村の教育委員会に対し、その旨を通知するとともに、新たに指定した特別

支援学校の校長に対し、同条第一項の通知をしなければならない。 

 

（区域外就学等） 

第十七条 児童生徒等のうち視覚障害者等をその住所の存する都道府県の設置する特 

別支援学校以外の特別支援学校に就学させようとする場合には、その保護者は、就学

させようとする特別支援学校が他の都道府県の設置するものであるときは当該都府

県の教育委員会の、その他のものであるときは当該特別支援学校における就学を承諾

する権限を有する者の就学を承諾する書面を添え、その旨をその児童生徒等の住所の

存する市町村の教育委員会に届け出なければならない。 

 

第十八条 学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等でその住所の存する都道府県の 

設置する特別支援学校以外の特別支援学校に在学するものが、特別支援学校の小学部

又は中学部の全課程を修了する前に退学したときは、当該特別支援学校の校長は、速

やかに、その旨を当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に通 

 知しなければならない。 

 

第三節の二 保護者及び視覚障害者等の就学に関する専門的知識を有する者

の意見聴取 

第十八条の二 市町村の教育委員会は、児童生徒等のうち視覚障害者等について、第五

条（第六条（第二号を除く）において準用する場合を含む。）又は第十一条第一項（第

十一条の二、第十一条の三、第十二条第二項及び第十二条の二第二項において準用す

る場合を含む。）の通知をしようとするときは、その保護者及び教育学、医学、心理

学その他の障害のある児童生徒等の就学に関する専門的知識を有する者の意見を聴

くものとする。 

 

第二十二条の三 法第七十五条の政令で定める視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、 

肢体不自由者又は病弱者の障害の程度は、次の表に掲げるとおりとする。 

区分 障害の程度 

視覚障害者 両眼の視力がおおむね〇・三未満のもの又は視力以外の視機能障障

害が高度のもののうち、拡大鏡等の使用によつても通常の文字、図形

等の視覚による認識が不可能又は著しく困難な程度のもの 

聴覚障害者 両耳の聴力レベルがおおむね六〇デシベル以上のもののうち、補聴

器等の使用によつても通常の話声を解することが不可能又は著しく

困難な程度のもの 
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知的障害者 一 知的発達の遅滞があり、他人との意思疎通が困難で日常生活を 

営むのに頻繁に援助を必要とする程度のもの 

二 知的発達の遅滞の程度が前号に掲げる程度に達しないもののう 

ち、社会生活への適応が著しく困難なもの 

肢体不自由者 一 肢体不自由の状態が補装具の使用によつても歩行、筆記等日常 

生活における基本的な動作が不可能又は困難な程度のもの 

二 肢体不自由の状態が前号に掲げる程度に達しないもののうち、 

常時の医学的観察指導を必要とする程度のもの 

病弱者 一 慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患及び神経疾患、悪性新生物その他 

の疾患の状態が継続して医療又は生活規制を必要とする程度のも 

 の 

二 身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度のもの 

備考 

一 視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、

矯正視力によつて測定する。 

二 聴力の測定は、日本産業規格によるオージオメータによる。 

 

 

○学校教育法施行規則（抄）（昭和２２年５月２３日文部省令第１１号） 

 

第百二十六条 特別支援学校の小学部の教育課程は、国語、社会、算数、理科、生活、

音楽、図画工作、家庭、体育及び外国語の各教科、特別の教科である道徳、外国語活

動、総合的な学習の時間、特別活動並びに自立活動によつて編成するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、知的障害者である児童を教育する場合は、生活、国語、

算数、音楽、図画工作及び体育の各教科、特別の教科である道徳、特別活動並びに自

立活動によつて教育課程を編成するものとする。ただし、必要がある場合には、外国

語活動を加えて教育課程を編成することができる。 

 

第百二十七条 特別支援学校の中学部の教育課程は、国語、社会、数学、理科、音楽、

美術、保健体育、技術・家庭及び外国語の各教科、特別の教科である道徳、総合的な

学習の時間、特別活動並びに自立活動によつて編成するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、知的障害者である生徒を教育する場合は、国語、社会、

数学、理科、音楽、美術、保健体育及び職業・家庭の各教科、特別の教科である道徳、

総合的な学習の時間、特別活動並びに自立活動によつて教育課程を編成するものとす

る。ただし、必要がある場合には、外国語科を加えて教育課程を編成することができ

る。 
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第百二十八条 特別支援学校の高等部の教育課程は、別表第三及び別表第五に定める各

教科に属する科目、総合的な学習の時間、特別活動並びに自立活動によつて編成する

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、知的障害者である生徒を教育する場合は、国語、社会、

数学、理科、音楽、美術、保健体育、職業、家庭、外国語、情報、家政、農業、工業、

流通・サービス及び福祉の各教科、第百二十九条に規定する特別支援学校高等部学習

指導要領で定めるこれら以外の教科及び道徳、総合的な学習の時間、特別活動並びに

自立活動によつて教育課程を編成するものとする。 

 

第百三十四条の二 校長は、特別支援学校に在学する児童等について個別の教育支援計

画（学校と医療、保健、福祉、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体（次

項において「関係機関等」という。）との連携の下に行う当該児童等に対する長期的

な支援に関する計画をいう。）を作成しなければならない。 

２ 校長は、前項の規定により個別の教育支援計画を作成するに当たつては、当該児童

等又はその保護者の意向を踏まえつつ、あらかじめ、関係機関等と当該児童等の支援

に関する必要な情報の共有を図らなければならない。 

 

第百三十八条 小学校、中学校若しくは義務教育学校又は中等教育学校の前期課程にお

ける特別支援学級に係る教育課程については、特に必要がある場合は、第五十条第一

項（第七十九条の六第一項において準用する場合を含む。）、第五十一条、第五十二条

（第七十九条の六第一項において準用する場合を含む。）、第五十二条の三、第七十二

条（第七十九条の六第二項及び第百八条第一項において準用する場合を含む。）、第七

十三条、第七十四条（第七十九条の六第二項及び第百八条第一項において準用する場

合を含む。）、第七十四条の三、第七十六条、第七十九条の五（第七十九条の十二にお

いて準用する場合を含む。）及び第百七条（第百十七条において準用する場合を含む。）

の規定にかかわらず、特別の教育課程によることができる。 

 

第百三十九条の二 第百三十四条の二の規定は、小学校、中学校若しくは義務教育学校

又は中等教育学校の前期課程における特別支援学級の児童又は生徒について準用す

る。 

 

第百四十条 小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校において、次

の各号のいずれかに該当する児童又は生徒（特別支援学級の児童及び生徒を除く。）

のうち当該障害に応じた特別の指導を行う必要があるものを教育する場合には、文部

科学大臣が別に定めるところにより、第五十条第一項（第七十九条の六第一項におい



371 
 

て準用する場合を含む。）、第五十一条、第五十二条（第七十九条の六第一項において

準用する場合を含む。）、第五十二条の三、第七十二条（第七十九条の六第二項及び第

百八条第一項において準用する場合を含む。）、第七十三条、第七十四条（第七十九条

の六第二項及び第百八条第一項において準用する場合を含む。）、第七十四条の三、第

七十六条、第七十九条の五（第七十九条の十二において準用する場合を含む。）、第八

十三条及び第八十四条（第百八条第二項において準用する場合を含む。）並びに第百

七条（第百十七条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、特別の教育

課程によることができる。 

一 言語障害者 

二 自閉症者 

三 情緒障害者 

四 弱視者 

五 難聴者 

六 学習障害者 

七 注意欠陥多動性障害者 

八 その他障害のある者で、この条の規定により特別の教育課程による教育を行う 

ことが適当なもの 

 

第百四十一条 前条の規定により特別の教育課程による場合においては、校長は、児童

又は生徒が、当該小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の設置

者の定めるところにより他の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学

校又は特別支援学校の小学部、中学部若しくは高等部において受けた授業を、当該小

学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校において受けた当該特別の

教育課程に係る授業とみなすことができる。 

 

第百四十一条の二 第百三十四条の二の規定は、第百四十条の規定により特別の指導

が行われている児童又は生徒について準用する。 

 

 

○学校教育法施行規則第百四十条の規定による特別の教育課程について定める件（平

成５年文部省告示第７号） 

 

小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校において、学校教育法施

行規則（以下「規則」という。）第１４０条各号のいずれかに該当する児童又は生徒（特

別支援学級の児童及び生徒を除く。以下同じ。）に対し、同条の規定による特別の教育

課程を編成するに当たっては、次に定めるところにより、当該児童又は生徒の障害に応
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じた特別の指導（以下「障害に応じた特別の指導」という。）を、小学校、中学校、義務

教育学校、高等学校又は中等教育学校の教育課程に加え、又はその一部に替えることが

できるものとする。ただし、高等学校又は中等教育学校の後期課程においては、障害に

応じた特別の指導を、高等学校学習指導要領（平成３０年文部科学省告示第６８号）第

１章第２款の３（２）のアに規定する必履修教科・科目及び総合的な探究の時間、同款

の３（２）のイに規定する専門学科においてすべての生徒に履修させる専門教科・科目、

同款の３（２）のウに規定する総合学科における「産業社会と人間」並びに同款の３（３）

のエ、オ及びカ並びに同款の５（６）の規定により行う特別活動に替えることはできな

いものとする。 

１ 障害に応じた特別の指導は、障害による学習上又は生活上の困難を改善し、又は克

服することを目的とする指導とし、特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教

科の内容を取り扱いながら行うことができるものとする。 

２ 小学校、中学校若しくは義務教育学校又は中等教育学校の前期課程における障害に

応じた特別の指導に係る授業時数は、規則第１４０条第１号から第５号まで及び第８

号に該当する児童又は生徒については、年間３５単位時間から２８０単位時間までを

標準とし、同条第６号及び第７号に該当する児童又は生徒については、年間１０単位

時間から２８０単位時間までを標準とし、当該指導に加え、学校教育法施行規則第５

６条の２等の規定による特別の教育課程について定める件（平成２６年文部科学省告

示第１号）に定める日本語の能力に応じた特別の指導を行う場合は、授業時間数の合

計がおおむね年間２８０単位時間以内とする。 

３ 高等学校又は中等教育学校の後期課程における障害に応じた特別の指導に係る修

得単位数は、年間７単位を超えない範囲で当該高等学校又は中等教育学校が定めた全

課程の修了を認めるに必要な単位数のうちに加えることができるものとする。 

 

 

○学校保健安全法施行令（抄）（昭和３３年６月１０日政令第１７４号） 

 

（就学時の健康診断の時期） 

第一条 学校保健安全法（昭和三十三年法律第五十六号。以下「法」という。）第十一

条の健康診断（以下「就学時の健康診断」という。）は、学校教育法施行令（昭和二

十八年政令第三百四十号）第二条の規定により学齢簿が作成された後翌学年の初めか

ら四月前（同令第五条、第七条、第十一条、第十四条、第十五条及び第十八条の二に

規定する就学に関する手続の実施に支障がない場合にあつては、三月前）までの間に

行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市町村の教育委員会は、同項の規定により定めた就学時

の健康診断の実施日の翌日以後に当該市町村の教育委員会が作成した学齢簿に新た
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に就学予定者（学校教育法施行令第五条第一項に規定する就学予定者をいう。以下こ

の項において同じ。）が記載された場合において、当該就学予定者が他の市町村の教

育委員会が行う就学時の健康診断を受けていないときは、当該就学予定者について、

速やかに就学時の健康診断を行うものとする。 

 

（検査の項目） 

第二条 就学時の健康診断における検査の項目は、次のとおりとする。 

一 栄養状態 

二 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無 

三 視力及び聴力 

四 眼の疾病及び異常の有無 

五 耳鼻咽頭疾患及び皮膚疾患の有無 

六 歯及び口腔の疾病及び異常の有無 

七 その他の疾病及び異常の有無 



障害のある児童生徒の就学先決定について（手続の流れ）
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本人・保護者の意見を最大限尊重（可能な限りその意向を尊
重）し、教育的ニーズと必要な支援について合意形成を行う
ことを原則とし、最終的に市町村教育委員会が就学先を決定
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（総合的判断）

情報の引継ぎ／個別の教育支援計画の作成・活用

時期
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障害のある子供の学びの場の決定について ー教育委員会の取組ー

【就学に関する事前の相談・支援】
• 本人及び保護者への十分な情報提供、啓発資料の作成と活用
• 就学説明会の実施
• 障害のある子供の早期発見と早期支援
• 個別の教育支援計画の活用による支援
• 早期からの就学に関する事前の教育相談（本人及び保護者面談を含む）
• 対象となる子供の行動等の観察
• 学校見学や体験入学の実施
• 先輩の保護者や障害当事者等の経験に学ぶ機会の設定 等

【就学前からの健康診査との連携】
• １歳６か月健診、３歳児健診
• 自治体によっては５歳児健診も活用可能

早期からの就学に関する事前の教育相談（本人及び保護者面談を含む）

市区町村教育委員会市区町村教育委員会

【就学に関する事前の相談・支援を通じた情報の整理・共有】
• 個別の教育支援計画の作成の開始
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◯ 保護者に対し、入学期日等の通知（１月末まで）
• 地域の学校の場合、市町村→保護者 （通常の学級、通級による指導、特別支援学級）
• 特別支援学校の場合、県→保護者 （学齢簿には副次的な籍を記載）

２２条の３該当で、認定特別支援学校就学者とされた場合
• 市区町村教委から都道府県教委に対し、認定特別支援学
校就学者であることの報告（１２月末まで）

教育支援委員会等（市区町村教育委員会）による専門家からの意見聴取
◯ 令第２２条の３及び第７５６号通知の障害の状態等に該当する子供の就学先となる学校や学びの場を検討。

【検討すべき総合的な観点】
・障害の状態、教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況、本人・保護者の意見（可能な限り意向を
尊重）、専門家の意見、その他の状況

◯ 保護者との合意形成に努める。 ※ 合意形成に至らない場合は調整が必要

法令に基づく就学先の具体的な検討と決定プロセス

◯ １０月１日時点の学齢簿を作成（１０／３１まで）
◯ 就学時健康診断（１１／３０まで）
◯ 就学先の検討に先立った、保護者等からの意見聴取・意向確認のための就学相談
◯ 教育的ニーズの整理と必要な支援の内容の検討

・教育的ニーズを整理する際の３観点（障害の状態等、特別な指導内容、教育上の合理的配慮を含む必要な支援の内容）

◯ 教育支援委員会等による専門家からの意見聴取を踏まえ、市区町村教育委員会が総合的に判断し、最終的な決定を行う。
※ ２２条の３該当か否か及び、どの学校や学びの場であるか。

２２条の３非該当及び２２条の３該当で、認定特別支援学校就学
者ではないとされた場合
・市区町村教委において具体的な学びの場（通常の学級、
通級による指導、特別支援学級）をさらに検討。

市区町村教育委員会

市区町村教育委員会

市区町村教育委員会

都道府県・市区町村教育委員会

障害のある子供の学びの場の決定について ー教育委員会の取組ー
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【就学後の学びの場の柔軟な見直し】
• 個に応じた適切な指導の充実
• 子供の教育的ニーズの変化の的確な把握
• 継続的な教育相談の実施
• 在籍校と教育委員会が連携した学びの場の変更
• 関係者会議などを通し、子供の教育的ニーズと必要な支援の内容を検討し、就学先等を柔
軟に見直す（総合的判断）

• 学びの場の見直しに当たっての本人及び保護者との合意形成

【入学に至るまでの様々な教育相談・移行支援】
• 情報の引継ぎ（個別の教育支援計画の作成等）

入学

入学前後の支援

都道府県・市区町村教育委員会都道府県・市区町村教育委員会

障害のある子供の学びの場の決定について ー教育委員会の取組ー
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○合理的配慮を提供する際に当たっての観点 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進

（報告）」（平成２４年７月２３日初等中等教育分科会）（抄） 

＜「合理的配慮」の観点①教育内容・方法＞ 

 

＜①－１ 教育内容＞ 

①－１－１ 学習上又は生活上の困難を改善・克服するための配慮（別表１） 

障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服するため、また、個性や

障害の特性に応じて、その持てる力を高めるため、必要な知識、技能、態度、習慣を

身に付けられるよう支援する。 

 

①－１－２ 学習内容の変更・調整（別表２） 

認知の特性、身体の動き等に応じて、具体の学習活動の内容や量、評価の方法等を

工夫する。障害の状態、発達の段階、年齢等を考慮しつつ、卒業後の生活や進路を見

据えた学習内容を考慮するとともに、学習過程において人間関係を広げることや自己

選択・自己判断の機会を増やすこと等に留意する。 

 

＜①－２ 教育方法＞ 

①－２－１ 情報・コミュニケーション及び教材の配慮（別表３） 

障害の状態等に応じた情報保障やコミュニケーションの方法について配慮するとと

もに、教材（ＩＣＴ及び補助用具を含む）の活用について配慮する。 

 

①－２－２ 学習機会や体験の確保（別表４） 

治療のため学習空白が生じることや障害の状態により経験が不足することに対し、

学習機会や体験を確保する方法を工夫する。また、感覚と体験を総合的に活用できる

学習活動を通じて概念形成を促進する。さらに、入学試験やその他の試験において配

慮する。 

 

①－２－３ 心理面・健康面の配慮（別表５） 

適切な人間関係を構築するため、集団におけるコミュニケーションについて配慮す

るとともに、他の幼児児童生徒が障害について理解を深めることができるようにす

る。学習に見通しが持てるようにしたり、周囲の状況を判断できるようにしたりして

心理的不安を取り除く。また、健康状態により、学習内容・方法を柔軟に調整し、障

害に起因した不安感や孤独感を解消し自己肯定感を高める。 
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学習の予定や進め方を分かりやすい方法で知らせておくことや、それを確認できるよ

うにすることで、心理的不安を取り除くとともに、周囲の状況を判断できるようにす

る。 

 

＜「合理的配慮」の観点②支援体制＞ 

②－１ 専門性のある指導体制の整備（別表６） 

校長がリーダーシップを発揮し、学校全体として専門性のある指導体制を確保する

ことに努める。そのため、個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成するなどによ

り、学校内外の関係者の共通理解を図るとともに、役割分担を行う。また、学習の場

面等を考慮した校内の役割分担を行う。 

必要に応じ、適切な人的配置（支援員等）を行うほか、学校内外の教育資源（通級

による指導や特別支援学級、特別支援学校のセンター的機能、専門家チーム等による

助言等）の活用や医療、保健、福祉、労働等関係機関との連携を行う。 

 

②－２ 幼児児童生徒､教職員､保護者､地域の理解啓発を図るための配慮（別表７） 

障害のある幼児児童生徒に関して、障害によって日常生活や学習場面において様々

な困難が生じることについて周囲の幼児児童生徒の理解啓発を図る。共生の理念を涵

養するため、障害のある幼児児童生徒の集団参加の方法について、障害のない幼児児

童生徒が考え実践する機会や障害のある幼児児童生徒自身が障害について周囲の人に

理解を広げる方法等を考え実践する機会を設定する。また、保護者、地域に対しても

理解啓発を図るための活動を行う。 

 

②－３ 災害時等の支援体制の整備（別表８） 

災害時等の対応について、障害のある幼児児童生徒の状態を考慮し、危機の予測、

避難方法、災害時の人的体制等、災害時体制マニュアルを整備する。また、災害時等

における対応が十分にできるよう、避難訓練等の取組に当たっては、一人一人の障害

の状態等を考慮する。 

 

＜「合理的配慮」の観点③施設・設備＞ 

③－１ 校内環境のバリアフリー化（別表９） 

障害のある幼児児童生徒が安全かつ円滑に学校生活を送ることができるよう、障害

の状態等に応じた環境にするために、スロープや手すり、便所、出入口、エレベータ

ー等について施設の整備を計画する際に配慮する。また、既存の学校施設のバリアフ

リー化についても、障害のある幼児児童生徒の在籍状況等を踏まえ、学校施設に関す

る合理的な整備計画を策定し、計画的にバリアフリー化を推進できるよう配慮する。 
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③－２ 発達、障害の状態及び特性等に応じた指導ができる施設・設備の配慮（別表

１０） 

幼児児童生徒一人一人が障害の状態等に応じ、十分に学習に取り組めるよう、必要

に応じて様々な教育機器等の導入や施設の整備を行う。また、一人一人の障害の状

態、障害の特性、認知特性、体の動き、感覚等に応じて、その持てる能力を最大限活

用して自主的、自発的に学習や生活ができるよう、各教室等の施設・設備について、

分かりやすさ等に配慮を行うとともに、日照、室温、音の影響等に配慮する。さら

に、心のケアを必要とする幼児児童生徒への配慮を行う。 

 

③－３ 災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮（別表１１） 

災害時等への対応のため、障害の状態等に応じた施設・設備を整備する。 
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【事例１】就学に関する事前の相談・支援における先輩の保護者等の経験に学ぶ機会の

設定（第２編第２章の２(７)） 

Ａ県内の特別支援学校では，地域の特別支援教育のセンター的機能として，「学校公開」

や「体験入学」などを実施しており，本人及び保護者や教育委員会関係者等が就学先や進

学先を考える機会の一つとなっている。ここでは，県立Ｂ特別支援学校（視覚障害）（以

下「Ｂ校」という。）が実施している「親子教室」の取組を紹介する。 

１ 目的 

就学を控えた視覚障害のある子供をもつ保護者に対し，Ｂ校に在籍している児童の保

護者の経験に学ぶ機会を設け，子育てや今後の就学について見通しがもてるようにする。 

２ 取組の概要 

○ 親子教室は，地域支援部が中心となり，年間４回実施している（表参照）。 

○ 対象は，Ｂ校で乳幼児教育相談を受けている幼児及び保護者である。 

○ 保護者の活動は，前年度末のアンケートに基づいてテーマを設定している。 

○ 講師は，Ｂ校の教師や在籍児童の保護者が務めている。なお，保護者については，

入学以来Ｂ校に在籍している方のほか，地域の小学校等から転校してきた方など，多

様な就学や進学のケースを学べるように配慮している。 

○ 第４回は，在籍児童の保護者の経験談を踏まえ，子育ての悩み，Ｂ校での様子，Ｂ

校との関わり方，地域との関わり方などの情報交換がなされている。 

○ 第４回目に参加した保護者の主な感想は，次のとおりである。 

・先輩保護者の子育てや学校についての話を聞くことができ，とても希望がもてた。 

・講話もさることながら，Ｂ校の児童の様子から入学後の我が子の育つ姿が具体的

にイメージすることができる機会となった。 

 

表 教育相談親子教室年間実施計画（令和元年４月） 

月 内容 

保護者の活動 幼児の活動 

第１回 ５月●日 校内見学～幼稚部及び小学部授業参観～ ・手遊び 

・歌遊び 

・運動遊び 

・制作遊び 

など 

第２回 ９月●日 福祉サービスについて～利用手続きと実際～ 

第３回 11 月●日 日常生活用品の体験，家庭での生活環境づくり 

～便利グッズの紹介及び活用～ 

第４回 ２月●日 先輩保護者の体験談～よりよい子育て～ 

・就学時に考えること 
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【事例２】就学に関する事前の相談・支援活動における障害当事者の経験に学ぶ機会の

設定（第２編第２章の２（７）） 

 Ｃ県内の特別支援学校では，地域の特別支援教育のセンター的機能として，「学校公開」

や「体験入学」などを実施しており，本人及び保護者や教育委員会関係者等が就学先や進

学先を考える機会の一つとなっている。ここでは，保護者等が障害当事者の経験に学ぶ機

会として県立Ｄ特別支援学校（聴覚障害）（以下「Ｄ校」という）が実施する「体験・交

流会」の取組を紹介する。 

１ 目的 

地域で学ぶ聴覚障害のある子供及び保護者同士の交流を通して，子供の経験を広げる

とともに，保護者の子育てや今後の進路等について見通しをもてるようにする。 

２ 取組の概要 

 ○ 体験・交流会は，地域支援部が中心となり，毎年，夏季休業中に実施している。 

○ 対象は，Ｄ校在籍幼児児童，Ｄ校で通級による指導や教育相談を受けている幼児児

童，域内の特別支援学級（難聴）の児童である。 

○ 当日プログラム（表参照）のうち，保護者交流会では，毎年，成人当事者や卒業生

の保護者などのミニ講話を計画している。なお，講師は，Ｄ校卒業後に就労や大学

等に進学した方，Ｄ校の教育相談を受けながら地域の学校で学んだ経験のある方，

同窓会や当事者団体で学校と関わりがある方などが務めている。 

○ 保護者交流会に参加した保護者の主な感想は，次のとおりである。 

  ・当事者の方が職場や社会で活躍しているのを知り，とても心強かった。 

・職場で聞こえる人とコミュニケーションできるようお互いが歩み寄っていること

が分かり，自分から相手に伝える気落ちを子供にも育てていきたいと思った。 

・子供の進路について勉強が分かるかどうかだけ考えていたが，学校行事で役割や

責任をもつ経験も大切であることが分かった。 

表 当日のプログラム（令和元年８月●日） 

10:00 開会（体育館） ・学校長挨拶 ・プログラム説明 ・参加者の自己紹介 
10:30～ 保護者交流会（会議室） 

① 成人当事者のミニ講話 
 ・現在の仕事や生活について 
 ・学校生活を振り返って 
 ・保護者に伝えたいこと等 

幼児児童交流会 
〈幼児・小低〉（遊戯室） 
・ふれあい遊び 
・うごくおもちゃ作り等 

〈小学３年以上〉（体育館） 
・仲間づくりゲーム 
・プログラミング体験 
・感想発表 

11:00～ ② 質疑応答 
11:10～ ③ おしゃべりタイム 

12:00 閉会（体育館） 
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２５文科初第６５５号 
平成２５年９月１日 

 
各都道府県・指定都市教育委員会教育長 
各 都 道 府 県 知 事 
附属学校を置く各国立大学法人学長 
構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 １ ２ 条 
第１項の認定を受けた各地方公共団体の長 
独立行政法人特別支援教育総合研究所理事長 
 
 

文部科学事務次官 
         山 中 伸 一 

 

（印影印刷）     
 

学校教育法施行令の一部改正について（通知） 
 
 このたび、別添のとおり、「学校教育法施行令の一部を改正する政令」（以下「改正令」

という。）が閣議決定され、平成 25 年８月 26 日付けをもって政令第 244 号として公布さ

れました。その改正の趣旨及び内容等は下記のとおりですので、十分に御了知の上、適切

に対処くださるようお願いします。 
 また、各都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対

して、各指定都市教育委員会におかれては所管の学校に対して、各都道府県知事及び構造

改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体の長におかれては所轄の学

校及び学校法人等に対して、各国立大学法人学長におかれては附属学校に対して、改正の

趣旨及び内容等について周知を図るとともに、必要な指導、助言又は援助をお願いします。 
 

記 
 
第１ 改正の趣旨 
 今回の学校教育法施行令の改正は、平成 24 年７月に公表された中央教育審議会初等中等

教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別

支援教育の推進」（以下「報告」という。）において、「就学基準に該当する障害のある

子どもは特別支援学校に原則就学するという従来の就学先決定の仕組みを改め、障害の状

態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、教育学、医学、心理学等専門的見地から

の意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組みとする

ことが適当である。」との提言がなされたこと等を踏まえ、所要の改正を行うものである

殿 
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こと。 
なお、報告においては、「その際、市町村教育委員会が、本人・保護者に対し十分情報

提供をしつつ、本人・保護者の意見を最大限尊重し、本人・保護者と市町村教育委員会、

学校等が教育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うことを原則とし、最終的には

市町村教育委員会が決定することが適当である。」との指摘がなされており、この点は、

改正令における基本的な前提として位置付けられるものであること。 
 
第２ 改正の内容 
 視覚障害者等（視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体

虚弱者を含む。）で、その障害が、学校教育法施行令第 22 条の３の表に規定する程度のも

のをいう。以下同じ。）の就学に関する手続について、以下の規定の整備を行うこと。 
 
１ 就学先を決定する仕組みの改正（第５条及び第 11 条関係） 
  市町村の教育委員会は、就学予定者のうち、認定特別支援学校就学者（視覚障害者等

のうち、当該市町村の教育委員会が、その者の障害の状態、その者の教育上必要な支援

の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して、その住所の存

する都道府県の設置する特別支援学校に就学させることが適当であると認める者をい

う。以下同じ。）以外の者について、その保護者に対し、翌学年の初めから２月前まで

に、小学校又は中学校の入学期日を通知しなければならないとすること。 
  また、市町村の教育委員会は、就学予定者のうち認定特別支援学校就学者について、

都道府県の教育委員会に対し、翌学年の初めから３月前までに、その氏名及び特別支援

学校に就学させるべき旨を通知しなければならないとすること。 
 
２ 障害の状態等の変化を踏まえた転学（第６条の３及び第 12 条の２関係） 
  特別支援学校・小中学校間の転学について、その者の障害の状態の変化のみならず、

その者の教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情

の変化によっても転学の検討を開始できるよう、規定の整備を行うこと。 
 
３ 視覚障害者等による区域外就学等（第９条、第 10 条、第 17 条及び第 18 条関係） 
  視覚障害者等である児童生徒等をその住所の存する市町村の設置する小中学校以外の

小学校、中学校又は中等教育学校に就学させようとする場合等の規定を整備すること。 
 また、視覚障害者等である児童生徒等をその住所の存する都道府県の設置する特別支

援学校以外の特別支援学校に就学させようとする場合等の規定を整備すること。 
 
４ 保護者及び専門家からの意見聴取の機会の拡大（第 18 条の２関係） 
 市町村の教育委員会は、児童生徒等のうち視覚障害者等について、小学校、中学校又

は特別支援学校への就学又は転学に係る通知をしようとするときは、その保護者及び教

育学、医学、心理学その他の障害のある児童生徒等の就学に関する専門的知識を有する
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者の意見を聴くものとすること。 
 
５ 施行期日（附則関係） 
  改正令は、平成 25 年９月１日から施行すること。 
 
第３ 留意事項 
１ 平成 23 年７月に改正された障害者基本法第 16 条においては、障害者の教育に関する

以下の規定が置かれているところであり、障害のある児童生徒等の就学に関する手続に

ついては、これらの規定を踏まえて対応する必要があること。特に、改正後の学校教育

法施行令第 18 条の２に基づく意見の聴取は、市町村の教育委員会において、当該視覚

障害者等が認定特別支援学校就学者に当たるかどうかを判断する前に十分な時間的余

裕をもって行うものとし、保護者の意見については、可能な限りその意向を尊重しなけ

ればならないこと。 
 
【参考：障害者基本法（抄）】 

（教育）  
第 16 条 国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢及び能力に応じ、かつ、その

特性を踏まえた十分な教育が受けられるようにするため、可能な限り障害者であ

る児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮し

つつ、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じなければな

らない。  
２ 国及び地方公共団体は、前項の目的を達成するため、障害者である児童及び生徒

並びにその保護者に対し十分な情報の提供を行うとともに、可能な限りその意向

を尊重しなければならない。  
３ 国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒

との交流及び共同学習を積極的に進めることによつて、その相互理解を促進しな

ければならない。  
４ 国及び地方公共団体は、障害者の教育に関し、調査及び研究並びに人材の確保及

び資質の向上、適切な教材等の提供、学校施設の整備その他の環境の整備を促進

しなければならない。 
 
２ 以上のほか、障害のある児童生徒等の就学に関する手続に関しては、報告において、

「現在、多くの市町村教育委員会に設置されている「就学指導委員会」については、早

期からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず、その後の一貫した支援についても

助言を行うという観点から、「教育支援委員会」（仮称）といった名称とすることが適

当である。」との提言がなされており、この点についても留意する必要があること。 
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  【本件連絡先】 
  文部科学省初等中等教育局 
  特別支援教育課企画調査係 
  〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 
  電話：03-5253-4111（内線）3193 
  FAX：03-6734-3737 
  E-mail：tokubetu@mext.go.jp 
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文科初第 号25 756
平成 年 月４日25 10

各都道府県・指定都市教育委員会教育長

各 都 道 府 県 知 事

附 属 学 校 を 置 く 各 国 立 大 学 法 人 学 長

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 １ ２ 条

第１項の認定を受けた各地方公共団体の長

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所理事長

文部科学省初等中等教育局長

前 川 喜 平

（印影印刷）

障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について（通知）

中央教育審議会初等中等教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教

育システム構築のための特別支援教育の推進（平成 年７月 」における提言等を踏ま24 ）

令の一部改正の趣旨及び内容等については 「学校教育法施行令のえた，学校教育法施行 ，

一部改正について（通知 （平成 年９月１日付け 文科初第 号）をもってお知ら）」 25 25 655
せしました。この改正に伴う，障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援に

ついて留意すべき事項は下記のとおりですので，十分に御了知の上，適切に対処下さるよ

うお願いします。

なお 「障害のある児童生徒の就学について（通知 （平成 年５月 日付け 文科， ）」 14 27 14
初第 号）は廃止します。291
また，各都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対

して，各指定都市教育委員会におかれては所管の学校に対して，各都道府県知事及び構造

改革特別区域法第 条第１項の認定を受けた各地方公共団体の長におかれては所轄の学12
校及び学校法人等に対して，各国立大学法人学長におかれては附属学校に対して，下記に

ついて周知を図るとともに，必要な指導，助言又は援助をお願いします。

記

第１ 障害のある児童生徒等の就学先の決定

１ 障害のある児童生徒等の就学先の決定に当たっての基本的な考え方

（１）基本的な考え方

障害のある児童生徒等の就学先の決定に当たっては，障害のある児童生徒等が，

その年齢及び能力に応じ，かつ，その特性を踏まえた十分な教育が受けられるよう

殿
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にするため，可能な限り障害のある児童生徒等が障害のない児童生徒等と共に教育

を受けられるよう配慮しつつ，必要な施策を講じること。

（２）就学に関する手続等についての情報の提供

， ，市町村の教育委員会は 乳幼児期を含めた早期からの教育相談の実施や学校見学

認定こども園・幼稚園・保育所等の関係機関との連携等を通じて，障害のある児童

生徒等及びその保護者に対し，就学に関する手続等についての十分な情報の提供を

行うこと。

（３）障害のある児童生徒等及びその保護者の意向の尊重

市町村の教育委員会は，改正後の学校教育法施行令第 条の２に基づく意見の18
聴取について，最終的な就学先の決定を行う前に十分な時間的余裕をもって行うも

のとし，保護者の意見については，可能な限りその意向を尊重しなければならない

こと。

２ 特別支援学校への就学

（１）就学先の決定

視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を

含む ）で，その障害が，学校教育法施行令第 条の３に規定する程度のもののう。 22
ち，市町村の教育委員会が，その者の障害の状態，その者の教育上必要な支援の内

容，地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して，特別支援学校

に就学させることが適当であると認める者を対象として，適切な教育を行うこと。

（２）障害の判断に当たっての留意事項

ア 視覚障害者

専門医による精密な診断に基づき総合的に判断を行うこと。なお，年少者，知

的障害者等に対する視力及び視力以外の視機能の検査は困難な場合が多いことか

ら，一人一人の状態に応じて，検査の手順や方法をわかりやすく説明するほか，

検査時の反応をよく確認すること等により，その正確を期するように特に留意す

ること。

イ 聴覚障害者

専門医による精密な診断結果に基づき，失聴の時期を含む生育歴及び言語の発

達の状態を考慮して総合的に判断を行うこと。

ウ 知的障害者

知的機能及び適応機能の発達の状態の両面から判断すること。標準化された知

能検査等の知的機能の発達の遅滞を判断するために必要な検査，コミュニケーシ

ョン，日常生活，社会生活等に関する適応機能の状態についての調査，本人の発

達に影響がある環境の分析等を行った上で総合的に判断を行うこと。

エ 肢体不自由者

専門医の精密な診断結果に基づき，上肢，下肢等の個々の部位ごとにとらえる

のでなく，身体全体を総合的に見て障害の状態を判断すること。その際，障害の

状態の改善，機能の回復に要する時間等を併せ考慮して判断を行うこと。
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オ 病弱者（身体虚弱者を含む ）。

医師の精密な診断結果に基づき，疾患の種類，程度及び医療又は生活規制に要

する期間等を考慮して判断を行うこと。

３ 小学校，中学校又は中等教育学校の前期課程への就学

（１）特別支援学級

学校教育法第 条第２項の規定に基づき特別支援学級を置く場合には，以下の81
各号に掲げる障害の種類及び程度の児童生徒のうち，その者の障害の状態，その者

の教育上必要な支援の内容，地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を

勘案して，特別支援学級において教育を受けることが適当であると認める者を対象

として，適切な教育を行うこと。

障害の判断に当たっては，障害のある児童生徒の教育の経験のある教員等による

観察・検査，専門医による診断等に基づき教育学，医学，心理学等の観点から総合

的かつ慎重に行うこと。

① 障害の種類及び程度

ア 知的障害者

知的発達の遅滞があり，他人との意思疎通に軽度の困難があり日常生活を営む

のに一部援助が必要で，社会生活への適応が困難である程度のもの

イ 肢体不自由者

補装具によっても歩行や筆記等日常生活における基本的な動作に軽度の困難が

ある程度のもの

ウ 病弱者及び身体虚弱者

一 慢性の呼吸器疾患その他疾患の状態が持続的又は間欠的に医療又は生活の管

理を必要とする程度のもの

二 身体虚弱の状態が持続的に生活の管理を必要とする程度のもの

エ 弱視者

拡大鏡等の使用によっても通常の文字，図形等の視覚による認識が困難な程度

のもの

オ 難聴者

補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが困難な程度のもの

カ 言語障害者

口蓋裂，構音器官のまひ等器質的又は機能的な構音障害のある者，吃音等話し

言葉におけるリズムの障害のある者，話す，聞く等言語機能の基礎的事項に発達

の遅れがある者，その他これに準じる者（これらの障害が主として他の障害に起

因するものではない者に限る ）で，その程度が著しいもの。

キ 自閉症・情緒障害者

一 自閉症又はそれに類するもので，他人との意思疎通及び対人関係の形成が困

難である程度のもの

二 主として心理的な要因による選択性かん黙等があるもので，社会生活への適
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応が困難である程度のもの

② 留意事項

特別支援学級において教育を受けることが適当な児童生徒の障害の判断に当たっ

ての留意事項は，ア～オについては２（２）と同様であり，また，カ及びキについ

ては，その障害の状態によっては，医学的な診断の必要性も十分に検討した上で判

断すること。

（２）通級による指導

学校教育法施行規則第 条及び第 条の規定に基づき通級による指導を行う場140 141
合には，以下の各号に掲げる障害の種類及び程度の児童生徒のうち，その者の障害の

状態，その者の教育上必要な支援の内容，地域における教育の体制の整備の状況その

他の事情を勘案して，通級による指導を受けることが適当であると認める者を対象と

して，適切な教育を行うこと。

障害の判断に当たっては，障害のある児童生徒に対する教育の経験のある教員等に

よる観察・検査，専門医による診断等に基づき教育学，医学，心理学等の観点から総

合的かつ慎重に行うこと。その際，通級による指導の特質に鑑み，個々の児童生徒に

ついて，通常の学級での適応性，通級による指導に要する適正な時間等を十分考慮す

ること。

① 障害の種類及び程度

ア 言語障害者

口蓋裂，構音器官のまひ等器質的又は機能的な構音障害のある者，吃音等話し

言葉におけるリズムの障害のある者，話す，聞く等言語機能の基礎的事項に発達

の遅れがある者，その他これに準じる者（これらの障害が主として他の障害に起

因するものではない者に限る ）で，通常の学級での学習におおむね参加でき，。

一部特別な指導を必要とする程度のもの

イ 自閉症者

自閉症又はそれに類するもので，通常の学級での学習におおむね参加でき，一

部特別な指導を必要とする程度のもの

ウ 情緒障害者

主として心理的な要因による選択性かん黙等があるもので，通常の学級での学

習におおむね参加でき，一部特別な指導を必要とする程度のもの

エ 弱視者

拡大鏡等の使用によっても通常の文字，図形等の視覚による認識が困難な程度

の者で，通常の学級での学習におおむね参加でき，一部特別な指導を必要とする

もの

オ 難聴者

補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが困難な程度の者で，通常

の学級での学習におおむね参加でき，一部特別な指導を必要とするもの

カ 学習障害者

全般的な知的発達に遅れはないが，聞く，話す，読む，書く，計算する又は推

論する能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示すもので，一部特別
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な指導を必要とする程度のもの

キ 注意欠陥多動性障害者

年齢又は発達に不釣り合いな注意力，又は衝動性・多動性が認められ，社会的

な活動や学業の機能に支障をきたすもので，一部特別な指導を必要とする程度の

もの

ク 肢体不自由者，病弱者及び身体虚弱者

肢体不自由，病弱又は身体虚弱の程度が，通常の学級での学習におおむね参加

でき，一部特別な指導を必要とする程度のもの

② 留意事項

通級による指導を受けることが適当な児童生徒の指導に当たっての留意事項は，

以下の通りであること。

ア 学校教育法施行規則第 条の規定に基づき，通級による指導における特別の140
教育課程の編成，授業時数については平成５年文部省告示第７号により別に定め

られていること。同条の規定により特別の教育課程を編成して指導を行う場合に

は，特別支援学校小学部・中学部学習指導要領を参考として実施すること。

イ 通級による指導を受ける児童生徒の成長の状況を総合的にとらえるため，指導

要録において，通級による指導を受ける学校名，通級による指導の授業時数，指

導期間，指導内容や結果等を記入すること。他の学校の児童生徒に対し通級によ

る指導を行う学校においては，適切な指導を行う上で必要な範囲で通級による指

導の記録を作成すること。

ウ 通級による指導の実施に当たっては，通級による指導の担当教員が，児童生徒

の在籍学級（他の学校で通級による指導を受ける場合にあっては，在学している

学校の在籍学級）の担任教員との間で定期的な情報交換を行ったり，助言を行っ

たりする等，両者の連携協力が図られるよう十分に配慮すること。

エ 通級による指導を担当する教員は，基本的には，この通知に示されたうちの一

の障害の種類に該当する児童生徒を指導することとなるが，当該教員が有する専

門性や指導方法の類似性等に応じて，当該障害の種類とは異なる障害の種類に該

当する児童生徒を指導することができること。

オ 通級による指導を行うに際しては，必要に応じ，校長，教頭，特別支援教育コ

ーディネーター，担任教員，その他必要と思われる者で構成する校内委員会にお

いて，その必要性を検討するとともに，各都道府県教育委員会等に設けられた専

門家チームや巡回相談等を活用すること。

カ 通級による指導の対象とするか否かの判断に当たっては，医学的な診断の有無

のみにとらわれることのないよう留意し，総合的な見地から判断すること。

キ 学習障害又は注意欠陥多動性障害の児童生徒については，通級による指導の対

象とするまでもなく，通常の学級における教員の適切な配慮やティーム・ティー

チングの活用，学習内容の習熟の程度に応じた指導の工夫等により，対応するこ

とが適切である者も多くみられることに十分留意すること。
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３ その他

（１）重複障害のある児童生徒等について

重複障害のある児童生徒等についても，その者の障害の状態，その者の教育上必

要な支援の内容，地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して，

就学先の決定等を行うこと。

（２）就学義務の猶予又は免除について

治療又は生命・健康の維持のため療養に専念することを必要とし，教育を受ける

ことが困難又は不可能な者については，保護者の願い出により，就学義務の猶予又

は免除の措置を慎重に行うこと。

第２ 早期からの一貫した支援について

１ 教育相談体制の整備

市町村の教育委員会は，医療，保健，福祉，労働等の関係機関と連携を図りつつ，

乳幼児期から学校卒業後までの一貫した教育相談体制の整備を進めることが重要であ

ること。また，都道府県の教育委員会は，専門家による巡回指導を行ったり，関係者

に対する研修を実施する等，市町村の教育委員会における教育相談体制の整備を支援

することが適当であること。

２ 個別の教育支援計画等の作成

早期からの一貫した支援のためには，障害のある児童生徒等の成長記録や指導内容

等に関する情報について，本人・保護者の了解を得た上で，その扱いに留意しつつ，

必要に応じて関係機関が共有し活用していくことが求められること。

このような観点から，市町村の教育委員会においては，認定こども園・幼稚園・保

育所において作成された個別の教育支援計画等や，障害児相談支援事業所で作成され

ている障害児支援利用計画や障害児通所支援事業所等で作成されている個別支援計画

等を有効に活用しつつ，適宜資料の追加等を行った上で，障害のある児童生徒等に関

する情報を一元化し，当該市町村における「個別の教育支援計画 「相談支援ファイ」

ル」等として小中学校等へ引き継ぐなどの取組を進めていくことが適当であること。

３ 就学先等の見直し

就学時に決定した「学びの場」は，固定したものではなく，それぞれの児童生徒の

発達の程度，適応の状況等を勘案しながら，柔軟に転学ができることを，すべての関

係者の共通理解とすることが適当であること。このためには，２の個別の教育支援計

画等に基づく関係者による会議等を定期的に実施し，必要に応じて個別の教育支援計

画等を見直し，就学先等を変更できるようにしていくことが適当であること。

４ 教育支援委員会（仮称）

， 「 」 ，現在 多くの市町村の教育委員会に設置されている 就学指導委員会 については

早期からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず，その後の一貫した支援につい

ても助言を行うという観点から機能の拡充を図るとともに 「教育支援委員会 （仮， 」
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称）といった名称とすることが適当であること。

【本件連絡先】

文部科学省初等中等教育局

特別支援教育課企画調査係

100-8959 3-2-2〒 東京都千代田区霞が関

03-5253-4111 3193電話： （内線）

FAX 03-6734-3737：

E-mail tokubetu@mext.go.jp：
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２７初初企第１２号 

                                                      平成２７年７月８日 

 

  各都道府県教育委員会教育長 

  各指定都市教育委員会教育長 

  各都道府県知事 

  附属学校を置く各国立大学法人の長  殿 

  義務教育諸学校を設置する学校設置会社を所轄する 

  構造改革特別区域法第１２条第１項の 

  認定を受けた各地方公共団体の長 

 

文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課長 

                                       串田 俊巳 

                      

（印影印刷）  

 

無戸籍の学齢児童・生徒の就学の徹底及び 

きめ細かな支援の充実について（通知） 

 

 

日本国籍を有するものの戸籍に記載がない者（以下「無戸籍者」という。）につい

ては、戸籍謄本等により身元を証明することができないために社会生活上様々な不

利益を被ることがあるほか、各種の行政サービスを受ける上で困難が生じるものと

考えられるため、法務省及び文部科学省を含む関係省庁においては、無戸籍者が適

正な手続により戸籍に記載されるための支援を推進するとともに、平成２６年８月

以降、無戸籍者に関する情報を各地域の管轄法務局において集約し、法務省に報告

することとしています。 

法務省が把握している無戸籍者の中には、学齢児童生徒と思われる者も相当数含

まれていることから、文部科学省においては、法務省が平成２７年３月１０日現在

で把握した無戸籍者について、就学状況の調査（以下「実態調査」という。）を行い、

その結果を取りまとめたところです。（別添１） 

戸籍の有無にかかわらず、学齢の児童生徒の義務教育諸学校への就学の機会を確

保することは、憲法に定める教育を受ける権利を保障する観点から極めて重要であ

り、各市町村（特別区を含む。以下同じ。）教育委員会及び各義務教育諸学校におい

ては、今回の調査結果も踏まえつつ、下記に御留意の上、無戸籍の学齢児童生徒の

就学の徹底ときめ細かな支援の充実に取り組んでいただくようお願いします。 

各都道府県・指定都市教育委員会教育長におかれては所管の学校及び域内の市町

村教育委員会に対して、各都道府県知事及び構造改革特別区域法（平成１４年法律

第１８９号）第１２条第１項の認定を受けた各地方公共団体の長におかれては所轄
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の学校及び学校法人等に対して、各国立大学法人の長におかれては附属学校に対し

て、本通知の趣旨・内容について周知・指導願います。 

なお、本通知は法務省民事局、厚生労働省雇用均等・児童家庭局及び総務省自治

行政局と協議済みであることを申し添えます。 

 

 

記 

 

１．無戸籍の学齢児童生徒の居住が判明した場合の対応等について 

 

実態調査においては、平成２７年３月１０日現在で戸籍に記載がない学齢児童

生徒１４２名のうち、１名が未だ就学できておらず、また現在就学している者の

うち６名は過去に未就学の期間があったことが判明した。 

この点に関しては、戸籍や住民票の有無にかかわらず、学校教育法第１７条に

基づき、学齢児童生徒の保護者には義務教育諸学校に子を就学させる義務がある

が、無戸籍であったり住民基本台帳に記載されていない場合には就学できないの

ではないかと保護者が誤解している場合や、ドメスティック・バイオレンス被害

等の困難な家庭状況が就学の妨げとなっている場合も考えられる。また、戸籍や

住民基本台帳に記載されていないことにより、教育委員会が当該児童生徒の情報

を把握することができず学齢簿を編製することが困難となることも考えられる。 

以上のことから、市町村教育委員会におかれては、戸籍担当部局、住民基本台

帳担当部局、社会福祉部局、児童相談所等の関係機関との間で戸籍や住民基本台

帳に記載されていない学齢児童生徒に関する必要な情報共有のためのルールをあ

らかじめ決めておくとともに、戸籍や住民基本台帳に記載されていない学齢児童

生徒が域内に居住している事実を把握したときは、直ちに当該児童生徒に係る学

齢簿を編製するとともに、対面により丁寧に就学の案内を行うなど、戸籍や住民

基本台帳に記載されていない学齢児童生徒が就学の機会を逸することのないよう

取組を徹底すること。 

 

２．無戸籍の学齢児童生徒に対するきめ細かな支援について 

 

（１）戸籍への記載に向けた支援 

法務省においては、「戸籍に記載がない者に関する情報の把握及び支援について

（依頼）」（平成２６年７月３１日付け法務省民事局民事第一課長通知）（別添２）

において、市区町村（教育委員会等も含む。）が戸籍以外の所管業務の過程で無戸

籍者に関する情報を把握したときは、市区町村の戸籍窓口に当該情報（通称，生年

月日，連絡先等）を連絡するとともに、無戸籍者に対して管轄法務局等へ相談する

よう案内すべき旨通知しているところである。 

以上のことから、各市町村教育委員会におかれては、当該通知に基づく取組を徹
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底するため、無戸籍の学齢児童生徒の情報を把握したときは、速やかに戸籍担当部

局に連絡するとともに、当該児童生徒の保護者に、無戸籍者支援に係る法務省のホ

ームページを紹介したり、近隣の法務局から就籍手続に関する連絡が行くよう取

り計らうなど、戸籍担当部局と連携して、当該児童生徒の就籍に向けた支援を行う

こと。   

      

（２）学習上・生活上課題がある児童・生徒への支援 

実態調査においては、無戸籍の学齢児童生徒が義務教育諸学校へ就学している

場合であっても、当該児童生徒のうち約１６％が困難な家庭状況により児童相談

所の支援を受けているなど特別な生活上の課題があり、また過去に未就学期間が

あった児童生徒のうち半数が、未就学期間があったことによる学習上の課題を抱

えていることが判明した。 

以上のことから、義務教育諸学校においては、別添１において、今回の実態調査

で把握した、無戸籍の学齢児童生徒が抱える学習上・生活上の課題を取りまとめて

いるので、その内容や「生徒指導提要」（平成２２年３月、文部科学省）の第６章

２「個別の課題を抱える児童生徒への指導」における記載も参考としつつ、無戸籍

の学齢児童生徒が抱える教育上・生活上の課題に適切に対応すること。 

特に、当該児童生徒が、未就学期間があったことによる学習上の課題を抱えてい

る場合は、学習内容にまとまった欠落があるなど、日々の教職員の指導の中で補充

的に対応するだけでは十分な支援ができない場合も考えられるため、教育委員会

と学校とが連携して個別に支援計画を策定し、放課後や長期休業日の活用も含め、

修業年限全体を通じた組織的・計画的な学習支援を行うことも検討すること。 

児童生徒が児童養護施設へ入所している場合や、貧困、虐待、ネグレクトといっ

た課題を抱えている場合など、児童生徒に特別な生活上の課題がある場合には、児

童相談所等の関係機関や、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーと

いった専門職員と緊密に連携しつつ、きめ細かな支援を充実させること。 

また、各都道府県教育委員会においては、当該児童生徒の在籍校における学習指

導上・生徒指導上の課題の状況を総合的に判断して必要と認められる場合は、スク

ールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置に係る補助や教職員定数

の加配の活用も考慮しつつ、当該在籍校の指導体制の充実に努めること。 

        

 

  

 
【本件連絡先】 

文部科学省初等中等教育局 

初等中等教育企画課教育制度改革室 

TEL:03-5253-4111（内線 3745,2007） 



397



398



399



400



401



402



403



404



405



406 
 

３０文科初第７５６号  

平成３０年８月２７日  

 

 各都道府県教育委員会教育 長 

 各指定都市教育委員会教育 長 

 各 都 道 府 県 知 事 

 附属学校を置く各国公立大学法人の長  殿 

 小中高等学校を設置する学校設置会社を 

 所轄する構造改革特別区域法第 12 条第 1項 

 の認定を受けた各地方公共団体の長 

 

 

文部科学省初等中等教育局長          

髙 橋 道 和        

 

（印影印刷）   

 

学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について(通知) 

 

 この度、学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平成 30 年文部科学省令第 27

号）が、平成 30 年８月 27 日に公布され、同日施行されました（別添参照）。 

 今回の改正の趣旨、概要及び留意事項は下記のとおりですので、十分に御了知の上、

適切に御対応いただくようお願いします。 

また、各都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の指定都市を除く市

町村教育委員会に対して、各指定都市教育委員会におかれては所管の学校に対して、

各都道府県知事及び構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の

認定を受けた地方公共団体の長におかれては所轄の学校及び学校法人等に対して、附

属学校を置く各国公立大学法人の長におかれては管下の学校に対して、このことを十

分周知願います。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

 「教育と福祉の一層の連携等の推進について」（平成 30 年５月 24 日付け 30 文科初

第 357 号・障発 0524 第２号文部科学省初等中等教育局長及び厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部長連名通知）をもってお知らせしたとおり、文部科学省と厚生労働

省による「家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクト」において、障

害のある子供やその保護者が地域で切れ目なく支援が受けられるよう、家庭と教育と
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福祉の一層の連携を推進する方策について検討を行い、本年３月に同プロジェクトと

しての報告を取りまとめたところである。 

 当該報告では、連携推進方策の一つとして、学校において作成される個別の教育支

援計画について、保護者や医療、福祉、保健、労働等の関係機関と連携して作成され

るよう、必要な規定を省令に置くこととされた。 

 これを踏まえ、学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号）を改正し、特別

支援学校に在学する幼児児童生徒、小・中学校（義務教育学校及び中等教育学校の前

期課程を含む。以下同じ。）の特別支援学級の児童生徒、小・中学校及び高等学校（中

等教育学校の後期課程を含む。以下同じ。）において学校教育法施行規則第 140 条に

基づき障害に応じた特別の指導である通級による指導（以下単に「通級による指導」

という。）が行われている児童生徒について、各学校が個別の教育支援計画を作成す

るに当たっては、当該児童生徒等又は保護者の意向を踏まえつつ、医療、福祉、保健、

労働等の関係機関や民間団体（以下「関係機関等」という。）と当該児童生徒等の支援

に関する必要な情報の共有を図ることとするものである。 

 

第２ 改正の概要 

１ 特別支援学校に在学する幼児児童生徒について、個別の教育支援計画（学校と

関係機関等との連携の下に行う当該幼児児童生徒に対する長期的な支援に関す

る計画をいう。）を作成することとし、当該計画の作成に当たっては、当該幼児児

童生徒又は保護者の意向を踏まえつつ、関係機関等と当該幼児児童生徒の支援に

関する必要な情報の共有を図ることとすること。（新第 134 条の２関係） 

 

２ １の規定について、小・中学校の特別支援学級の児童生徒、小・中学校及び高

等学校において通級による指導が行われている児童生徒に準用すること。（新第

139 条の２、新第 141 条の２関係） 

 

３ 施行時点において、すでに学習指導要領等に基づき作成されている個別の教育

支援計画については、新第 134 条の２、新第 139 条の２又は新第 141 条の２の規

定により作成されたものとみなすこと。（附則第２項関係） 

 

第３ 留意事項 

 １ 個別の教育支援計画に関する基本的な考え方 

 （１）個別の教育支援計画は、障害のある児童生徒等一人一人に必要とされる教育

的ニーズを正確に把握し、長期的な視点で幼児期から学校卒業後までを通じて、

一貫した的確な支援を行うことを目的に作成するものであること。 

 （２）個別の教育支援計画の作成を通して、児童生徒等に対する支援の目標を長期

的な視点から設定することは、学校が教育課程の編成の基本的な方針を明らか

にする際、全教職員が共通理解すべき重要な情報となるものであること。 
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（３）各学校において提供される教育的支援の内容については、教科等横断的な視

点から、個々の児童生徒等の障害の状態や特性及び心身の発達の段階等に応じ

た指導内容や指導方法の工夫を検討する際の情報として、学習指導要領等に基

づき作成される個別の指導計画に生かしていくことが重要であること。なお、

個別の教育支援計画と個別の指導計画は、その目的や活用する方法に違いがあ

ることに留意し、相互の関連性を図ることに配慮する必要があること。 

 

 ２ 個別の教育支援計画の作成 

 （１）作成に当たっては、保護者と十分相談し、支援に関する本人及び保護者の意

向や将来の希望、現在の障害の状態やこれまでの経過、関係機関等における支

援の状況、その他支援内容を検討する上で把握することが適切な情報等を詳細

かつ正確に把握し、整理して記載すること。その際、学校と保護者や関係機関

等とが一層連携を深め、切れ目ない支援を行うため、本人や保護者の意向を踏

まえつつ、関係機関等と当該児童生徒等の支援に関する必要な情報の共有を図

ること。 

 （２）学校と保護者との間で当該児童生徒等に対する支援の考え方を共有するため、

作成した個別の教育支援計画については、保護者に共有することが望ましいこ

と。 

 

 ３ 個別の教育支援計画を活用した関係機関等との連携 

 （１）「関係機関等」としては、例えば、当該児童生徒等が利用する医療機関、児童

発達支援や放課後等デイサービス、保育所等訪問支援等障害児通所支援事業を

行う者（指定障害児通所支援事業者等）、保健所、就労支援機関等の支援機関が

考えられること。 

 （２）各学校においては、本人や保護者の意向を踏まえつつ、効果的かつ効率的に

実施することができるよう、情報共有を図る関係機関等やその方法を決定する

こと。 

 （３）個別の教育支援計画には個人情報が含まれることから、関係機関等との情報

共有に当たっては、本人や保護者の同意が必要である点に留意すること。 

（４）個別の教育支援計画の作成時のみならず、当該計画を活用しながら、日常的

に学校と保護者、関係機関等とが連携を図ることが望ましいこと。なお、放課

後等デイサービス事業者との連携に当たっては、「「放課後等デイサービスガイ

ドライン」にかかる普及啓発の推進について」（平成 27 年４月 14 日付け文部

科学省初等中等教育局特別支援教育課及び生涯学習政策局社会教育課連名事

務連絡）をもって周知した「放課後等デイサービスガイドライン」（平成 27 年

４月厚生労働省。今後、厚生労働省において放課後等デイサービス事業者と学

校との連携方策についてより明確化するなどの改定が行われる予定。）も参考

とすること。 
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（５）児童生徒等が利用する指定障害児通所支援事業者においては、本人や保護者

の意向、本人の適性、障害の特性等を踏まえた通所支援計画を作成しているこ

とから、本人や保護者の同意を得た上で、こうした計画について校内委員会等

で共有することも考えられること。その際、平成 30 年度障害福祉サービス等

報酬改定において、障害児通所支援事業所等が学校と連携して個別の支援計画

を作成する際の加算（関係機関連携加算）が充実されていることにも留意する

こと。 

（６）地域においては、相談支援専門員等が、障害のある児童生徒等の意向を踏ま

え、必要な支援を受けることができるよう関係機関と調整する役割を担ってい

る場合があり、関係機関等との調整に当たっては、そのような人材を活用する

ことも有効であると考えられること。なお、「児童福祉法等の改正による教育と

福祉の連携の一層の推進について」（平成 24 年４月 18 日付け厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課及び文部科学省初等中等教育局特別支援教

育課連名事務連絡）にあるとおり、障害児支援利用計画等の作成を担当する相

談支援事業所と個別の教育支援計画等の作成を担当する学校等が密接に連絡

調整を行い、就学前の福祉サービス利用から就学への移行、学齢期に利用する

福祉サービスとの連携、さらには学校卒業に当たって地域生活に向けた福祉サ

ービス利用への移行が円滑に進むよう、保護者の了解を得つつ、特段の配慮を

お願いしたいこと。 

 

 ４ 個別の教育支援計画の引継ぎ 

   障害のある児童生徒等については、学校生活のみならず、家庭生活や地域での

生活も含め、長期的な視点に立って幼児期から学校卒業後までの一貫した支援を

行うことが重要であることから、各学校においては、個別の教育支援計画につい

て、本人や保護者の同意を得た上で、進学先等に適切に引き継ぐよう努めること。

そのため、個別の教育支援計画を作成する際に、本人や保護者に対し、その趣旨

や目的を十分に説明して理解を得、第三者に引き継ぐ旨についてもあらかじめ引

継先や内容などの範囲を明確にした上で、同意を得ておくこと。 

   また、各自治体の関係部局や関係機関等が連携し、就学、進学、就労等の際に

円滑に引き継ぐことができる体制の構築に努めること。 

 

 ５ 個別の教育支援計画の保存及び管理 

   個別の教育支援計画については、記載された個人情報が漏えいしたり、紛失し

たりすることのないよう、学校内における個人情報の管理の責任者である校長が

適切に保存・管理すること。 

   個別の教育支援計画は、条例や法人の各種規程に基づき適切に保存されるもの

であるが、指導要録の指導に関する記録の保存期間を参考とし、５年間保存され

ることが文書管理上望ましいと考えられること。 
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 ６ 個別の教育支援計画の様式 

   個別の教育支援計画については、引き続き地域の実情に応じて設置者等が定め

る様式によって作成されたいこと。なお、障害のある児童生徒、不登校児童生徒

及び日本語指導が必要な外国人児童生徒等についての支援計画をまとめて作成

する場合は、「不登校児童生徒、障害のある児童生徒及び日本語指導が必要な外

国人児童生徒等に対する支援計画を統合した参考様式の送付について」（平成 30

年４月３日付け 29 文科初第 1779 号文部科学省初等中等教育局長通知）において

示した参考様式を活用することも有効であること。 

 

 

【本件連絡先】 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課企画調査係 

TEL:03-5253-4111（内線 3193） 
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事 務 連 絡 

平成２４年４月１８日 

 

  都道府県 

各  指定都市  障害児福祉主管課    御中 

   中 核 市 

 

  都道府県教育委員会担当課 

各  指定都市教育委員会担当課 

   都道府県私立学校主管課 

附属学校を置く各国立大学法人担当課 

小中高等学校を設置する学校設置会社を   

所轄する構造改革特別区域法第１２条 

第１項の認定を受けた地方公共団体の 

学校設置会社主管課 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課 

 

 

児童福祉法等の改正による教育と福祉の連携の一層の推進について 

 

 

 平成 22 年 12 月 10 日に公布された「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏

まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するた

めの関係法律の整備に関する法律」（平成 22 年法律第 71 号）により、児童福祉法及び

障害者自立支援法の一部が改正（以下「改正法」という。）され、本年４月から相談支

援の充実及び障害児支援の強化が図られたところです。 

相談支援の充実及び障害児支援の強化の具体的な内容及び教育と福祉の連携に係る

留意事項等については下記のとおりですが、これらの改正された内容が機能し、障害児

支援が適切に行われるためには、学校と障害児通所支援を提供する事業所や障害児入所

施設、居宅サービスを提供する事業所（以下「障害児通所支援事業所等」という。）が

緊密な連携を図るとともに、学校等で作成する個別の教育支援計画及び個別の指導計画

（以下「個別の教育支援計画等」という。）と障害児相談支援事業所で作成する障害児

支援利用計画及び障害児通所支援事業所等で作成する個別支援計画（以下「障害児支援

利用計画等」という。）が、個人情報に留意しつつ連携していくことが望ましいと考え

ます。 

つきましては、都道府県障害児福祉主管課においては管内市町村に対し、都道府県教

      

御中      
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育委員会及び指定都市教育委員会においては所管の学校に対し、また、都道府県教育委

員会においては域内の市町村教育委員会に対し、都道府県私立学校主管課、附属学校を

置く国立大学法人担当課及び構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた地方

公共団体の学校設置会社主管課においては所轄の学校に対し周知をお願いします。また、

各都道府県及び市町村の福祉部局においては、教育部局に対し新制度について説明・情

報提供するなど、福祉行政と教育行政の相互連携に配意いただけるようお願いします。 

 

記 

 

１ 相談支援の充実について 

改正法により、本年４月から児童福祉法に基づく障害児通所支援又は障害者自立支

援法に基づく居宅サービス等の障害福祉サービスを利用するすべての障害児に対し、

原則として、「障害児支援利用計画等」を作成することになりました。障害児支援利用

計画等の作成に当たっては、様々な生活場面に沿って一貫した支援を提供すること、

障害児とその家族の地域生活を支える観点から、福祉サービスだけでなく、教育や医

療等の関連分野に跨る個々のニーズを反映させることが重要です。特に学齢期におい

ては、障害児支援利用計画等と個別の教育支援計画等の内容との連動が必要であり、

障害児支援利用計画等の作成を担当する相談支援事業所と個別の教育支援計画等の作

成を担当する学校等が密接に連絡調整を行い、就学前の福祉サービス利用から就学へ

の移行、学齢期に利用する福祉サービスとの連携、さらには学校卒業に当たって地域

生活に向けた福祉サービス利用への移行が円滑に進むよう、保護者の了解を得つつ、

特段の配慮をお願いします。 

 

２ 障害児支援の強化について 

（１）児童福祉法における障害児に関する定義規定の見直し 

本年４月から児童福祉法第４条第２項に規定する障害児の定義規定が見直さ

れ、従前の「身体に障害のある児童及び知的障害のある児童」に加え、「精神に障

害のある児童（発達障害者支援法第２条第２項に規定する発達障害児を含む。）」

を追加することとなり、発達障害児についても障害児支援の対象として児童福祉

法に位置づけられました。 

 

（２）障害児施設の一元化 

障害児施設の施設体系は、従前は知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろ

うあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設等の障害種別で分かれてい

ましたが、本年４月から、身近な地域で支援を受けられるようにする等のため、

障害児施設体系については、通所による支援を「障害児通所支援」に、入所によ

る支援を「障害児入所支援」にそれぞれ一元化することとなりました。 

 

（３）放課後等デイサービスの創設 

改正法により、学齢期における障害児の放課後等対策の強化を図るため、障害



413 

児通所支援の一つとして、本年４月から「放課後等デイサービス」が創設されま

した。放課後等デイサービスの対象は、児童福祉法上、「学校教育法第１条に規定

する学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学している障害児」とされ、授業の終了

後又は休業日に生活能力の向上のための必要な訓練、社会との交流の促進等を行

うこととなりました。 

放課後等デイサービスの利用は、学校教育との時間的な連続性があることから、

特別支援学校等における教育課程と放課後等デイサービス事業所における支援内

容との一貫性を確保するとともにそれぞれの役割分担が重要です。個々の障害児

のニーズを踏まえた放課後等の過ごし方について、特別支援学校等と放課後等デ

イサービス事業所、保護者等との間で十分に協議するなど必要な連携を図るよう

お願いします。 

また、従前の障害者自立支援法に基づく児童デイサービスにおいては、特別支

援学校等と児童デイサービス事業所間の送迎は加算（※１）の対象でありません

でした。放課後等デイサービスの創設に伴い、本年４月から、特別支援学校等と

放課後等デイサービス事業所間の送迎を新たに加算の対象とすることとなりまし

たので、学校と事業所間の送迎が円滑に行われるようご配慮願います。 

＜加算対象の要件＞ 

保護者等が就労等により送迎ができない場合であって、以下のいずれかに該当

し、それが障害児支援利用計画に記載されている場合（※２）に加算の対象とな

ります。 

① スクールバスのルート上に事業所がない等、スクールバス等での送迎が実

施できない場合 

② スクールバス等での送迎が可能であっても、放課後等デイサービスを利用

しない他の障害児の乗車時間が相当時間延長する等、スクールバスによる送

迎が適切でない場合 

③ 学校と放課後等デイサービス事業所間の送迎が通学から外れるなど特別支

援教育就学奨励費の対象とならない場合 

④ その他市町村が必要と認める場合（※３） 

（※１） 送迎加算は、児童デイサービス事業所が障害児を送迎車等により事業所

へ送迎した場合に、事業所が市町村に対して児童デイサービス費の中で加

算として請求できることになっています。これまでは、自宅と事業所間で

の送迎のみ加算の対象としていました。 

（※２） 障害児支援利用計画が作成されていない場合は、学校と事業所、保護者

の三者の間で調整し、放課後等デイサービス支援計画に記載していること

で足りるものとします。 

（※３） ④は、例えば、学校長と市町村が協議し、学校と事業者との間の途中ま

でスクールバスによる送迎を行ったが、事業所までまだ相当の距離があり、

事業所による送迎が必要であると認められる場合等が考えられます。 
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（４）保育所等訪問支援の創設 

改正法により、保育所等における集団生活への適応支援を図るため、障害児通所

支援の一つとして、本年４月から「保育所等訪問支援」が創設されました。このサ

ービスは、訪問支援員（障害児の支援に相当の知識・技術及び経験のある児童指導

員・保育士、機能訓練担当職員等）が保育所等を定期的に訪問し、集団生活への適

応のための専門的な支援を行うものです。訪問先として、保育所や幼稚園などの就

学前の子どもが通う施設の他、就学後であっても就学前の支援方法を引き継ぐなど

円滑な移行を図る必要がある等の場合には小学校等への訪問も想定しています。支

援内容は、授業の補助や介助業務ではなく、①障害児本人に対する支援（集団適応

のための必要な訓練等）、②訪問先施設の職員に対する支援（支援方法等に関する情

報共有や指導等）の専門的な支援を行うこととなります。 

このサービスが効果的に行われるためには、保育所等訪問支援の訪問先施設の理

解と協力が不可欠であり、該当する障害児の状況の把握や支援方法等について、訪

問先施設と保育所等訪問支援事業所、保護者との間で情報共有するとともに、十分

調整した上で、必要な対応がなされるよう配慮をお願いします。 

 

（５）個別支援計画の作成 

障害児通所支援事業所等における計画的な支援と質の向上を図るため、障害児通

所支援事業所等に児童発達支援管理責任者を配置することが義務付けられました。

これにより障害児通所支援事業所等を利用するすべての障害児に対し、利用者及び

その家族のニーズ等を反映させた障害児入所支援及び障害児通所支援に係る個別支

援計画を作成し、効果的かつ適切に障害児支援を行うとともに、支援に関する客観

的評価を行うこととなります。 

学齢期の障害児が障害児通所支援事業所等を並行して利用する場合も想定される

ことから、障害児通所支援事業所等の児童発達支援管理責任者と教員等が連携し、

障害児通所支援等における個別支援計画と学校における個別の教育支援計画等との

連携を保護者の了解を得つつ確保し、相乗的な効果が得られるよう、必要な配慮を

お願いします。 

 

本法律の概要や施行のための関係情報については、以下のＵＲＬに掲載されております。 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/jiritsukaisei
hou/index.html 

 

 

 

  

                 

本件連絡先 
 

【福祉関係】 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

障害福祉課地域移行・障害児支援室障害児支援係 

（電話）０３－３５９５－２６０８ 

（ＦＡＸ）０３－３５９１－８９１４ 
 

【教育関係】 

文部科学省初等中等教育局 

特別支援教育課振興係 

（電話）０３－６７３４－３１９２ 

（ＦＡＸ）０３－６７３４－３７３７ 
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事 務 連 絡  

令和３年６月３０日  

 

各都道府県教育委員会指導事務主管部課長  

各指定都市教育委員会指導事務主管部課長  

各都道府県私立学校事務担当部課長 
 殿 

附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務担当部課長 

構造改革特別区域法第１２条第 1 項の認定を受けた 

 各地方公共団体の学校設置会社担当部課長 
 

 

 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課長         

八 田 和 嗣       

 

 

個別の教育支援計画の参考様式について 

 

令和３年 1 月 25 日に「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議」

において報告が、同年１月 26 日には中央教育審議会において、答申「『令和の日本型

学校教育』～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学び

の実現～」が取りまとめられました。 

これらの会議においては、特別支援教育における ICT の利活用につき、 

・特別支援教育の支援や指導の基本となる個別の教育支援計画や個別の指導計画が

ICT を介して学校内外で的確に共有されていないこと 

・統合型校務支援システムの活用が不十分であること 

等の課題があげられ、切れ目ない支援に向けた関係機関間の情報共有促進の観点から、

今後、特別支援教育においても、統合型校務支援システムを活用した情報の作成・管

理が行われるよう報告されたところです。 

また、これらを踏まえ、今後、都道府県やシステムの開発業者に対して、例えば、 

・合理的配慮の提供などの特別支援教育に配慮したシステム開発の促進 

・個別の教育支援計画の項目の標準化の参考となる資料の提示 

等の支援を進めていく必要があると示されており、こうした取組を通し、合理的配慮

の提供や引継ぎの充実などを図っていく必要があります。 

 

文部科学省においては、これらの報告及び答申を踏まえ、統合型校務支援システム

を活用した情報の作成・管理に資する観点から、別添のとおり、「個別の教育支援計画

の参考様式」を作成しましたので、教育委員会が域内で統一した統合型校務支援シス

テムを導入する場合などにおいて、仕様の検討の参考にしていただきますようお願い
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します。 

この「個別の教育支援計画の参考様式」は、下記のとおり、個別の教育支援計画と

個別の指導計画それぞれの趣旨や役割を踏まえておりますので、改めて十分に御了知

の上、子供一人一人の教育的ニーズに応じた支援や指導の充実に向けた取組をお願い

します。 

 

なお、今回お示しする資料は、これまで文部科学省が示しているもの同様に参考様

式となります。特別な支援を必要とする子供たちのために、教育委員会や各学校等が

現在使用している様式の仕様を妨げるものではありませんので、各学校や地域の実情

に応じた様式によって、必要な個別の教育支援計画の作成・活用をお願いします。な

お、その際には、学校内外での ICT を活用した情報の円滑な共有が可能となるよう、

格段の御配慮をお願いします。 

 

各都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対

して、各指定都市教育委員会におかれては所管の学校に対して、各都道府県及び構造

改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた各地方公共団体におかれては所轄の

学校及び学校法人等に対して、各国公立大学法人におかれては附属学校に対して、本

通知の趣旨について周知くださるようお願いします。 

また、本通知の発出に併せ、統合型校務支援システムを販売している企業等が加盟

する一般財団法人全国地域情報化推進協会（APPLIC）にも同様の内容をお伝えし、加

盟企業等への周知について協力を依頼することとなっていることを申し添えます。 

記 

 

第１ 個別の教育支援計画について 

○ 平成 15 年度から実施された障害者基本計画においては、教育、医療、福祉、労

働等の関係機関が連携・協力を図り、障害のある児童生徒等の生涯にわたる継続的

な支援体制を整え、それぞれの年代における児童生徒等の望ましい成長を促すため、

個別の支援計画を作成することが示された。この個別の支援計画のうち、児童生徒

等に対して、校長が中心となって児童生徒の在学時に作成するものを、個別の教育

支援計画という。 

 

○ 個別の教育支援計画の作成を通して、児童生徒等に対する支援の目標を長期的な

視点から設定することは、学校が教育課程の編成の基本的な方針を明らかにする際、

全教職員が共通理解をすべき大切な情報となる。また、在籍校において提供される

教育支援の内容については、教科等横断的な視点から個々の児童生徒等の障害の状

態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を検討する際の情報として個別の指導計

画に生かしていくことが重要である。 

○ 個別の教育支援計画の活用に当たっては、例えば、就学前に作成される個別の支
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援計画を引き継ぎ、在学中の教育支援の目的や内容を設定したり、在学中の教育支

援の目的や内容を進学先に伝えたりするなど、就学前から就学時、そして進学先ま

で、切れ目ない教育支援に生かすことが大切である。その際、個別の教育支援計画

には、多くの関係者が関与することから、保護者の同意を事前に得るなど個人情報

の適切な取扱いに十分留意することが必要である。 

 

○ 高等学校においても発達障害を含む障害のある生徒が一定数入学していること

を前提として、個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成・活用し、適切な指

導及び必要な支援を行うことが重要であり、高等学校においても、新学習指導要

領総則において、個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成・活用が明記さ

れたところである。そのため、小中学校で特別支援教育を受けてきた子供の指導

や合理的配慮の状況等を、個別の教育支援計画等を活用し高等学校に適切に引き

継ぎ、高等学校においても生徒一人一人の障害の状態等を踏まえた教育的ニーズ

に応じて合理的配慮を含む支援の内容の提供等が更に充実して行われる必要があ

る。 
 

【参照】 

・幼稚園教育要領   （平成 29 年告示） 解説 Ｐ119～ 

・小学校学習指導要領 （平成 29 年告示） 解説 総則編 Ｐ112～ 

・中学校学習指導要領 （平成 29 年告示） 解説 総則編 Ｐ111～ 

・高等学校学習指導要領（平成 30 年告示） 解説 総則編 Ｐ162～ 

・特別支援学校教育要領・学習指導要領（平成 29 年告示）解説 総則編（幼稚部・

小学部・中学部） 

  幼稚部     Ｐ148～ 

  小学部・中学部 Ｐ283～ 

・特別支援学校学習指導要領（平成 31 年告示）解説（高等部）総則等編 Ｐ204～ 

・学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号） 第 134 条の２関係、第 139 条

の２、第 141 条の２関係 

・新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議報告（令和３年１月） 

Ⅱ．４．の（発達障害等のある生徒への支援） 

 

 

第２ 個別の指導計画について 

○ 個別の指導計画は、個々の児童生徒等の実態に応じて適切な指導を行うために学

校で作成されるものである。個別の指導計画は、教育課程を具体化し、障害のある

児童生徒等一人一人の指導目標、指導内容及び指導方法を明確にして、きめ細やか

に指導するために作成するものである。 
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○ 個別の指導計画は、各教職員の共通の理解の下に、児童生徒等一人一人に応じた

指導を一層進めるためのものである。よって、個別の指導計画の作成の手順や様式

は、それぞれの学校が児童生徒等の実態や各教科や自立活動等の特質を踏まえて、

指導上最も効果が上がるように工夫して作成することが大切である。 

 

【参照】 

・幼稚園教育要領   （平成 29 年告示） 解説 Ｐ119～ 

・小学校学習指導要領 （平成 29 年告示） 解説 総則編 Ｐ114～ 

・中学校学習指導要領 （平成 29 年告示） 解説 総則編 Ｐ112～ 

・高等学校学習指導要領（平成 30 年告示） 解説 総則編 Ｐ163～ 

・特別支援学校教育要領・学習指導要領（平成 29 年告示）解説 総則編（幼稚部・

小学部・中学部） 

  幼稚部     Ｐ89～ 

  小学部・中学部 Ｐ240～ 

・特別支援学校学習指導要領（平成 31 年告示）解説（高等部）総則等編 Ｐ140～ 

 

 

 

 

【本件連絡先】 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課企画調査係 

TEL:03-5253-4111（内線 3195） 

E-mail: tokubetu@mext.go.jp 
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個別の教育支援計画の参考様式について 

 

 

本資料の見方（解説） 

 

１．本資料の位置付け 

○ 個別の教育支援計画について、これまでの各地方公共団体や学校における取組や学習指導要

領等を踏まえ、最低限記載されることが望ましいと考えられる事項を明確化したもので、個別

の教育支援計画の電子化を推進するための帳票の標準化を図る際の参考となる資料です。した

がって、各地域で既に用いられている様式やそれを活用した引継ぎの更なる充実に向けて取り

組む際に御活用ください。なお、各地域で既に用いられている様式をただちに改訂したり、こ

の資料にない項目を記載することを取りやめたりする必要はありません。 

○ 本資料は、 

・域内で様式が不統一であるため個別の教育支援計画を電子的に共有できないなどの不便さを

解消するために、域内で新たに様式を統一する、或いは 

・新たに統合型校務支援システムを導入するために標準帳票を設定したりする際の参考として

用いる 

ことが考えられます。その際も、この参考様式に地域独自に必要と考えられる項目を追加して策

定することなどが考えられます。 

 

２．本資料の一般的な使い方 

○ 本資料は、小中高等学校等、特別支援学校いずれにおいても活用することが可能です。 

○ プロフィールシートは、基本的に時点更新をしながら用い、一部、情報を追加等しながら使

うような想定で例示しています。 

○ 支援シートについては、毎年度作成し、過去の年度の支援シートは継時的に保存していくよ

うな想定で例示しています。 

○ 支援シート「２．支援の方向性」「②合理的配慮を含む支援の内容」の項目の記載においては、

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報

告）」（平成 24 年中央教育審議会初等中等教育分科会）に記載されている観点を参考に記入する

ことが考えられます（次ページ参照）。 

○ 進学、進級等の際は、プロフィールシートと、支援シート（継時的に累積したものすべて）

を一体として引き継ぎます。 

○ 就職・就労等に向けた取り組みとして、支援シートの「４．引継ぎ事項」が教育機関以外で

作成される支援計画の内容に反映されるよう、留意します。 

○ 引継ぎに関する項目においては、関係機関における様子を記載する場合、関係機関からその

情報を得て、学校関係者が記入します。（関係機関の関係者に、この帳票に直接記入してもらう

必要はありません。） 
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（参考） 

○合理的配慮を提供する際に当たっての観点 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」

（平成２４年７月２３日初等中等教育分科会）（抄） 

 

 

＜「合理的配慮」の観点① 教育内容・方法＞ 

＜①－１ 教育内容＞ 

①－１－１ 学習上又は生活上の困難を改善・克服するための配慮（別表１） 

障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服するため、また、個性や障害の特

性に応じて、その持てる力を高めるため、必要な知識、技能、態度、習慣を身に付けられるよ

う支援する。 

 

①－１－２ 学習内容の変更・調整（別表２） 

認知の特性、身体の動き等に応じて、具体の学習活動の内容や量、評価の方法等を工夫す

る。障害の状態、発達の段階、年齢等を考慮しつつ、卒業後の生活や進路を見据えた学習内容

を考慮するとともに、学習過程において人間関係を広げることや自己選択・自己判断の機会を

増やすこと等に留意する。 

 

＜①－２ 教育方法＞ 

①－２－１ 情報・コミュニケーション及び教材の配慮（別表３） 

障害の状態等に応じた情報保障やコミュニケーションの方法について配慮するとともに、教

材（ＩＣＴ及び補助用具を含む）の活用について配慮する。 

 

①－２－２ 学習機会や体験の確保（別表４） 

治療のため学習空白が生じることや障害の状態により経験が不足することに対し、学習機会

や体験を確保する方法を工夫する。また、感覚と体験を総合的に活用できる学習活動を通じて

概念形成を促進する。さらに、入学試験やその他の試験において配慮する。 

 

①－２－３ 心理面・健康面の配慮（別表５） 

適切な人間関係を構築するため、集団におけるコミュニケーションについて配慮するととも

に、他の幼児児童生徒が障害について理解を深めることができるようにする。学習に見通しが

持てるようにしたり、周囲の状況を判断できるようにしたりして心理的不安を取り除く。ま

た、健康状態により、学習内容・方法を柔軟に調整し、障害に起因した不安感や孤独感を解消

し自己肯定感を高める。 

学習の予定や進め方を分かりやすい方法で知らせておくことや、それを確認できるようにす

ることで、心理的不安を取り除くとともに、周囲の状況を判断できるようにする。 
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 ＜「合理的配慮」の観点② 支援体制＞ 

②－1 専門性のある指導体制の整備（別表６） 

校長がリーダーシップを発揮し、学校全体として専門性のある指導体制を確保することに努

める。そのため、個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成するなどにより、学校内外の関

係者の共通理解を図るとともに、役割分担を行う。また、学習の場面等を考慮した校内の役割

分担を行う。 

 必要に応じ、適切な人的配置（支援員等）を行うほか、学校内外の教育資源（通級による指

導や特別支援学級、特別支援学校のセンター的機能、専門家チーム等による助言等）の活用や

医療、保健、福祉、労働等関係機関との連携を行う。 

 

②－２ 幼児児童生徒､教職員､保護者､地域の理解啓発を図るための配慮（別表７） 

障害のある幼児児童生徒に関して、障害によって日常生活や学習場面において様々な困難が

生じることについて周囲の幼児児童生徒の理解啓発を図る。共生の理念を涵養するため、障害

のある幼児児童生徒の集団参加の方法について、障害のない幼児児童生徒が考え実践する機会

や障害のある幼児児童生徒自身が障害について周囲の人に理解を広げる方法等を考え実践する

機会を設定する。また、保護者、地域に対しても理解啓発を図るための活動を行う。 

 

②－３ 災害時等の支援体制の整備（別表８） 

災害時等の対応について、障害のある幼児児童生徒の状態を考慮し、危機の予測、避難方

法、災害時の人的体制等、災害時体制マニュアルを整備する。また、災害時等における対応が

十分にできるよう、避難訓練等の取組に当たっては、一人一人の障害の状態等を考慮する。 

 

＜「合理的配慮」の観点③ 施設・設備＞ 

③－1 校内環境のバリアフリー化（別表９） 

障害のある幼児児童生徒が安全かつ円滑に学校生活を送ることができるよう、障害の状態等

に応じた環境にするために、スロープや手すり、便所、出入口、エレベーター等について施設

の整備を計画する際に配慮する。また、既存の学校施設のバリアフリー化についても、障害の

ある幼児児童生徒の在籍状況等を踏まえ、学校施設に関する合理的な整備計画を策定し、計画

的にバリアフリー化を推進できるよう配慮する。 

 

③－２ 発達、障害の状態及び特性等に応じた指導ができる施設・設備の配慮（別表 10） 

幼児児童生徒一人一人が障害の状態等に応じ、十分に学習に取り組めるよう、必要に応じて

様々な教育機器等の導入や施設の整備を行う。また、一人一人の障害の状態、障害の特性、認

知特性、体の動き、感覚等に応じて、その持てる能力を最大限活用して自主的、自発的に学習

や生活ができるよう、各教室等の施設・設備について、分かりやすさ等に配慮を行うととも

に、日照、室温、音の影響等に配慮する。さらに、心のケアを必要とする幼児児童生徒への配

慮を行う。 

 

③－３ 災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮（別表 11） 

災害時等への対応のため、障害の状態等に応じた施設・設備を整備する。 

 



１．本人に関する情報
①氏名 フリガナ

⑤学年・組

主障害 他の障害
診断名

等級
等級

幼稚園等

検査名 検査名 備考
実施機関 実施機関
実施日 実施日

資料 □有 □無 資料 □有 □無

２．家庭に関する情報

（  ）
（  ）

③担当者名

４．備考

⑧障害の状態等
手帳の

取得状況

③連絡先
☎ ✉              （  ）
☎ ✉              （  ）

④備考

３．関係機関に関する情報
①支援を受けた日（期間） ②機関名 ④主な支援・助言内容等

①住所
〒

②保護者

⑩検査
結果 結果

⑨教育歴
（在籍年月日）

手帳（ 年 月交付）
手帳（ 年 月交付）

 （○年○月○日～○年○月○日）
学校名：             

 （○年○月○日～○年○月○日）学校名：             

学校名：               （○年○月○日～○年○月○日）

④園・学校名
⑥学校長名

個別の教育支援計画の参考様式 
【プロフィールシート】

②性別 ③生年月日

小学校段階

中学校段階

高等学校段階
学校名：             

⑦学びの場

□ 通常の学級
□ 通級による指導（自校・他校・巡回） 障害種別：
□ 特別支援学級   障害種別：
□ 特別支援学校   障害種別：

 （○年○月○日～○年○月○日）

園名：             
 （○年○月○日～○年○月○日）

学校名：               （○年○月○日～○年○月○日）

学校名：               （○年○月○日～○年○月○日）

別添１
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１．本人に関する情報
①氏名 フリガナ

文科   太郎
⑤学年・組

主障害 他の障害
診断名

等級
等級

幼稚園等

検査名 検査名 備考
実施機関 実施機関
実施日 実施日

資料 □有 □無 資料 □有 □無

２．家庭に関する情報

（  ）
（  ）

③担当者名

×○

４．備考

⑧障害の状態等
手帳の

取得状況
手帳（ 年 月交付）
手帳（ 年 月交付）

R２．７．１～R３．３．３１ 緑ヶ丘児童発達支援センター ・・・・

④備考

３．関係機関に関する情報
①支援を受けた日（期間） ②機関名 ④主な支援・助言内容等

①住所

⑩検査
結果 結果

〒×××―▲▲▽▽
○○市緑ヶ丘１－２－３

②保護者

③連絡先
☎０９０－××××―▲▲▲▲
☎

✉              （  ）
✉              （  ）

個別の教育支援計画の参考様式
【プロフィールシート】（記入例）

モンカ タロウ

⑦学びの場

☑ 通常の学級
☑ 通級による指導（自校・他校・巡回） 障害種別：発達障害

□ 特別支援学校   障害種別

 □山 △美
④園・学校名 ○○市立A小学校 １年１組

男

⑥学校長名

②性別 ③生年月日

⑨教育歴
（在籍年月日）

園名：            （○年○月○日～○年○月○日）（○年○月○日～○年○月○日）

小学校段階
学校名：           （○年○月○日～○年○月○日）（○年○月○日～○年○月○日）
学校名：           （○年○月○日～○年○月○日）（○年○月○日～○年○月○日）

中学校段階
学校名：             

学校名：             

 （○年○月○日～○年○月○日）
学校名：               （○年○月○日～○年○月○日）

高等学校段階

平成26年5月5日

□ 特別支援学級   障害種別：

 （○年○月○日～○年○月○日）
学校名 （○年○月○日～○年○月○日）

○ ②では、性の多様性に留意し、特記事項がある場合、「４．備考欄」に記入します。

○ ④では、特別支援学校について、小学部、中学部、高等部の別まで記載します。

○ ⑦では、複数ある場合に複数にチェックします。（通常学級＋通級）

通級については、カッコの中の３つの形態のいずれかに○します。

○ ⑨では、各学校段階で転校があった場合、２行目に記載します（無ければ空欄とします）。

○ ⑩では、評価結果の数値だけが先行するのではなく、検査の下位項目ごとにその内容を十分に

分析し、構造的に見て教育的ニーズの整理に生かすようにします。

○ ④では、家族の状況で記載すべき内容があれば記入します。

（例）同じ学校に在籍している兄弟の状況など

○ ２．の記載や情報の取扱いに当たっては、特に、児童虐待やＤＶ等による要保護

家庭の個人情報について適切に保護することが必要です。

○ フリースクールや適応指導教室、医療・福祉機関等に関する情報も本欄に記載します。

○ 障害のある外国人の子供に関する必要な情報を記載するなどして支援シートの作成に生かすよう

にします。

シートの使い方

○ 本プロフィールシートは、支援を受けている在学期間中は、随時更新しながら用います。

○ １．の検査結果や３．関係機関に関する情報は随時追記をして、継時的な記録として残してい

きます。

○ ２枚目以降の支援シートは、毎年シートを作成したり、定期的に見直したりして、毎年度の指

導に係る記録として残していきます。そうすることで、前年度以前の指導の状況を確認するこ

とも容易になります。

○ 電子化を意識し、様式は極力簡素にすることが期待される一方、付加して引き継ぎたい情報は、

備考に記載することで対応が容易になると考えられます。（その際、予め、備考に記載する事

項を例示して示すことも考えられます。）
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①氏名

②学年・組

③担当者

④願い

⑤主な実態

２．支援の方向性

※ （上段：青枠）必要な合理的配慮の観点等を記入、選択すること。

個別の教育支援計画の参考様式

１．本人に関する情報

（フリガナ）

【支援シート（本年度の具体的な支援内容等）】

担任 通級指導教室担当
特別支援教育

コーデイネーター

本人の願い

保護者の願い

※ 本計画の作成（Plan）・実施（Do）・評価（Check）・改善（Action）にかかわる全ての者を記入すること。
○○○○ ●●●● □□□□

学校・家庭
でのようす

得意なこと
好きなこと

苦手なこと

※「苦手なこと」の欄には、学校生活、家庭生活で、特に支障をきたしている状況を記入すること。

① 支援の目標

② 合理的配慮を含む支援の内容

  （下段：白枠）上段の観点等に沿って合理的配慮を含む支援の内容を個別具体に記入すること。

③ 支援の目標に
  対する関係機
  関等との連携

関係機関名 支援の内容
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３．評価  

４．引継ぎ事項（進級、進学、転校）

５．備考（特に配慮すべき点など）

６．確認欄

② 保護者の願い

保護者氏名                

※年度途中に評価する場合も有り得るので、その都度、評価の年月日と結果を記入すること。

このシートの情報を支援関係者と共有することに同意します。
   年  月  日

③ 支援の目標

④ 合理的配慮を含む支援の
  内容

⑤ 支援の目標に対する関係機
  関等との連携

保護者氏名                 

① 支援の目標の評
  価

② 合理的配慮を含
  む支援の内容の
  評価

① 本人の願い

このシートの情報を進学先等に引き継ぐことに同意します。
   年  月  日
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【支援シート（本年度の具体的な支援内容等）】（記入例）

①氏名

②学年・組

③担当者

④願い

⑤主な実態

２．支援の方向性

①-１-２ 

①-２-１ 

②-１

・単語や文節を意識しながら音読するような方法を身に付けることができる。

※ （上段：青枠）必要な合理的配慮の観点等を記入、選択すること。
  （下段：白枠）上段の観点等に沿って合理的配慮を含む支援の内容を個別具体に記入すること。

① 支援の目標

② 合理的配慮を含む支援の内容

※「苦手なこと」の欄には、学校生活、家庭生活で、特に支障をきたしている状況を記入すること。

本人の願い
・本を上手に読めるようになりたい。   （ R3.4.30）
・落ち着いた気持ちで、学習に参加したい。（ R3.4.30）

保護者の願い ・音読に自信をもって取り組んでほしい。（R3.4.30）

学校・家庭
でのようす

得意なこと
好きなこと

・習い事（体操）には休まず通っている。（家庭）
・絵本の読み聞かせが好き。（家庭）
・友達との関係は良好で、休み時間には一緒に遊んでいる。（学校）

苦手なこと

・文字だけの本は読みたがらない。（家庭）
・音読では、文節を意識しないで読むことが多い。（学校）
・文章を読んで理解することが苦手である。（学校）
・音読や文章題の宿題に時間がかかる。（家庭）

※ 本計画の作成（Plan）・実施（Do）・評価（Check）・改善（Action）にかかわる全ての者を記入すること。

個別の教育支援計画の参考様式

１．本人に関する情報

（フリガナ） モンカ タロウ
       文科 太郎

1年1組

担任 通級指導教室担当
特別支援教育

コーデイネーター

○○○○ ●●●● □□□□

・通級指導教室と連携し、視覚認知能力を高める指導の充実を図る。

学習内容の変更・調整
・読む量を減らし、本人の負担にならない程度の量に調整する。
情報・コミュニケーション及び教材の配慮
・単語や文節のまとまりが分かりやすいように補助線や区切り線を引かせる。
専門性のある指導体制の整備

○「個別の教育支援計画」は、障害のある児童生徒が生活の中で遭遇する制約や困難

を改善・克服するために、本人及び保護者の意向や将来の希望などを踏まえ、在籍校

のみならず、例えば、家庭、医療や福祉機関等と、実際にどのような支援が必要で可

能であるか、支援の目標を立て、それぞれが提供する支援の内容を具体的に記述し、

支援の内容を整理したり、関連付けたりするなど関係機関の役割を明確にするための

ツールです。

○ 現在又は将来の生活又は学習に関する希望について、本人や保護者の願いを聴き取り、相談しながら記

入します。なお、支援の内容に関する願いは、合理的配慮につながる意思の表明にも当たるので、

本人及び保護者と十分確認し、合意形成したものについては２．②に明記します。

○ 本人や保護者の願いが、いつの時点のものか、分かるように工夫して記入します。

○ 得意なことや好きなことを把握するのは、支援の内容を検討する際の手掛かりとするためです。

○ 記入された情報が、家庭からの情報か、学校の情報か、分かるように工夫して記入します。

○ 支援の方向性は、①支援の目標、②合理的配慮を含む支援の内容、③支援の目標に対する関係機関等との連携、の三つの観点

で検討します。記載に当たっては、例えば①→②→③の順に検討する場合もあれば、③を整理しながら、①、②を検討するこ

とも考えられます。

○ なお、前年度の合理的配慮を継続して提供することを合意形成していたり、年度初めに本人及び保護者から支援の内容に関す

る意思の表明があって合意形成する場合も、その時点での個々の教育的ニーズを踏まえたものとなるよう、支援の方向性に対

する共通理解を図りながら決定していことが必要です。

○ 児童生徒に対する支援の目標を長期的な視点から設定します。支援の目標を長期的な視点から設定することは、学校が教育課

程の編成の基本的な方針を明らかにする際、全教職員が共通理解をすべき大切な情報となります。

○ 支援の目標を踏まえ、関連する各教科等の「個別の指導計画」において、指導の方向性を具体的に示していきます。例えば、

国語では、「音読で補助線や文節ごとの区切りをもとに文章を読みながら、内容の大体を捉えることができる。」など、学年

の目標や「読むこと」の内容との関連において、障害のある児童生徒一人一人の指導目標、指導内容及び指導方法を明確に

して、きめ細かに指導するために作成するものです。

○「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」の別表（3観点１１項目）

を参考に記入することも考えられます。その際、プルダウンで必要な「合理的配慮を含む支援の内容」についての観点や項目を

選択したりする方法も考えられます。なお、別表（3観点１１項目）を参考にする場合、それ以外の内容も考えられるため、プ

ルダウンの選択肢など様式の作成には留意が必要です。

○「支援の目標」の達成に必要な支援の内容について、特に本人及び保護者と合意形成した「合理的配慮」が分かるように記入を

工夫します。

○合理的配慮を含む支援の内容は、教科等横断的な視点から各教科等の指導内容や指導方法の工夫を検討する際の情報として「個

別の指導計画」に生かしていくことが重要です。

小学校入学時の例
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□□病院作業療法 （担当＊＊ＯＴ：月２回）

３．評価  

４．引継ぎ事項（進級、進学、転校）

５．備考（特に配慮すべき点など）

６．確認欄

   年  月  日
保護者氏名                 

このシートの情報を支援関係者と共有することに同意します。
   年  月  日
保護者氏名                

このシートの情報を進学先等に引き継ぐことに同意します。

・音読の前に、自分から補助線や区切り線を引き、それらを手がかりに音読に自信をつけている。
・学校の取組を保護者に伝え、家庭でも同様の方法で音読することを認めてもらうことで、保護者
 の称賛もあり、自信につながっている。（ R4.3.1）

⑤ 支援の目標に対する関係機
  関等との連携

・ビジョンセラピーについては引き続き取り組みを続ける必要がある。
・学校における合理的配慮と連携して取り組みを進める必要がある。

・保護者は、新しい生活と学習への適応状況について強い不安を抱きやすいので、学校での様子は、定期的に連絡し、
 伝えるようにする。

② 合理的配慮を含
  む支援の内容の
  評価

【①－１－２】は、引き続き、同様の合理的配慮が必要である。
【①－２－１】は、本人に定着し、音読課題は見られず、合理的配慮としては必要なくなった。
【②－１】は、引き続き、学年が上がり、複雑な画数による新出漢字への対応から、通級指導教室と
連携した指導は必要である。（ R4.3.1）

※年度途中に評価する場合も有り得るので、その都度、評価の年月日と結果を記入すること。

① 本人の願い ・落ち着いた気持ちで、学習活動に参加したい。

② 保護者の願い
・物事に最後まで取り組んでほしい。
・通級指導教室は継続して利用したい。

③ 支援の目標
・漢字に関しては、2年生においても同様の支援目標が必要である。
・本人・保護者の願いにもあるが、長い時間集中することが苦手であるため、2年生
 における支援の目標としたい。

④ 合理的配慮を含む支援の
  内容

①－１－２、②－１は、引き続き、必要であると思われる。

① 支援の目標の評
  価

③ 支援の目標に
  対する関係機
  関等との連携

関係機関名 支援の内容
ビジョンセラピー（眼だけで追視する訓練）

放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ（担当＊＊指導員：月～金放課後） 読書（合理的配慮①-2-1）

○教育、家庭、医療や福祉などの関係機関等が一貫した支援を行うため、支援の目標に対し、それぞれが提供する支援の内容を具

体的に記述し、支援の内容を整理したり、関連付けたりするなど関係機関等の役割を明確にします。

○①支援の目標の評価、②合理的配慮を含む支援の内容の評価は、４．の引継ぎ事項の根拠となるものです。

○合理的配慮の決定後も、一人一人の発達の程度、適応の状況等を勘案しながら、合理的配慮を柔軟に見直しができることを

共通理解とすることが重要です。なお、柔軟に見直す視点は、教育的な支援の内容についても同様です。

○定期的に「個別の教育支援計画」に基づく教育相談や関係者による支援会議等を行う中で、必要に応じて合理的配慮を含む

支援の内容について見直す際は、十分な教育が受けられるために提供できているかという観点から評価することが大切とな

ります。

○次年度に引継ぎ事項を示すことで、担任や学校等が変わっても必要な支援につい

て、切れ目なく確実に引き継がれることになります。

○上記の項目以外で必要な事項（支援する者が特に配慮すべき点など）があれば、ここに記入します。

○プロフィールシート同様、極力共通して記載する様式は簡素にし、書ききれない内容で、付記すべきと考える内容は、

備考を活用します。

○このほか、保護者の同意などについて、確認した旨を明記するなどの項目を設けることが考えられますが、地域の実

情や、電子化等への対応などを踏まえ、柔軟に検討いただくことが重要です。

○⑤については、関係機関の評価を聞き取ったうえで、記入します。
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作成の主体 時期 作成・活用の段階

市区町村教育
委員会が中心
となり作成

就学前期
（就学前年度
の夏頃まで）

● 就学に関する事前の相談・支援（第２編第２章の１～２）
保護者面談、行動等観察、学校見学、体験入学

【プロフィールシート】の入力
【支援シート】の入力
１．本人に関する情報（氏名、本人及び保護者の願い、主な実態等）

● 就学に関する事前の相談・支援を通じた情報の整理・共有（第２編第２章の３）

【支援シート】の入力
２．支援の方向性、３．評価

幼稚園等でのこれまでの支援の目標や合理的配慮を含む支援の内容、成果等の考察

義務教育段階
への移行期
（就学前年度
の１月頃ま
で）

● 法令に基づく就学先の具体的な検討（第２編第３章の１～４）
学齢簿の作成、就学時健康診断の実施、就学先の検討に先立った、保護者等からの意見
聴取・意向確認のための就学相談

【プロフィールシート】の確認
就学前期に入力したプロフィールシートの内容を学齢簿等に基づき確認

【支援シート】の整理
就学前期に入力した支援シートの内容を、現時点での子供の成長や発達等を踏まえ、
次の視点から整理する。

• 保護者等が希望する就学先や合理的配慮を含む支援の内容等の意見聴取・意向確認
• 幼稚園等でのこれまでの支援の目標や合理的配慮を含む支援の内容、成果等の考察

● 教育的ニーズの整理と必要な支援の内容の検討（第２編第３章の５）
● 教育支援委員会等による専門家からの意見聴取（第２編第３章の６）

【支援シート】の検討
市区町村教育委員会は、個別の教育支援計画を含む就学に関する資料を踏まえ、対
象となる子供の就学先を検討・整理

【支援シート】の確認
教育支援委員会等による個別の教育支援計画の支援の方向性等に対する助言
教育支援委員会等による市区町村教育委員会の就学先の判断に対する助言

個別の教育支援計画の作成・活用プロセス
次の表は、「障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～」のモデル
プロセス（第２編第２～４章）を踏まえて例示したものである。

別添２

428



作成の主体 時期 作成・活用の段階

市区町村教育委
員会が中心とな
り作成

就学先の決定 ● 市区町村教育委員会による総合的な判断と就学先決定（第２編第３章の７）

入学に至る
まで

● 就学先への引継ぎ（第２編第３章の１１）

【支援シート】の入力
４．引継ぎ事項（進級、進学、転学）、５．備考（特に配慮すべき点など）

就学先の学校が作成する個別の教育支援計画の基となるものであり、就学先の学校へ
確実に情報を引き継ぐ

就学先の学校が
中心となり作成

入学後

※１学期

● 個別の教育支援計画の作成（学習指導要領等に基づく）

【プロフィールシート】の入力
市区町村教育委員会から引き継いだプロフィールシートを活用

【支援シート（本年度の具体的な支援内容等）】の入力
市区町村教育委員会から引き継いだ支援シートを活用するほか、既に就学前の関係機
関で作成している個別の支援計画等から、適宜情報を追加する

※定期
（学期末等）

● 子供の教育的ニーズの変化の的確な把握（第２編第４章の３）
● 継続的な教育相談の実施（第２編第４章の４）

【支援シート（本年度の具体的な支援内容等）】の評価
対象となる子供の教育的ニーズと教育上の合理的配慮を含む必要な支援の内容を確認
「２．支援の方向性 ③支援の目標に対する関係機関との連携」の内容に関して、関
係機関における評価の内容を聞き取る

※年度末 【支援シート（本年度の具体的な支援内容等）】の入力
４．引継ぎ事項（進級、進学、転学）、５．備考（特に配慮すべき点など）

次年度の個別の教育支援計画の基となるものであり、確実に情報を引き継ぐ

※必要に応じ
て

● 在籍校と教育委員会が連携した学びの場の変更（第２編第４章の５）
● 学びの場の見直しに当たっての本人及び保護者との合意形成（第２編第４章の６）

【支援シート（本年度の具体的な支援内容等）】の活用
対象となる子供の教育的ニーズと教育上の合理的配慮を含む必要な支援の内容を検
討・確認
市区町村教育委員会は、必要に応じて教育支援委員会等の助言を得つつ、就学先とな
る学校や学びの場の柔軟な見直しに努める

個別の教育支援計画の作成・活用プロセス

支援対象と
なっている期間
中、特に、支援
シートは毎年度
作成し、継時的
に個人ファイル
等に保存するこ
と。なお、プロ
フィールシート
は必要に応じて
適宜加除修正す
ること。

429



430 
 

「障害のある子供の教育支援の手引」編集協力者（５０音順・敬称略） 
 

（所属・職名は令和３年３月時点） 
 
伊賀  匡  静岡県教育委員会事務局特別支援教育課長 
石崎 朝世  公益社団法人発達協会王子クリニック院長 
稲垣 真澄  鳥取県立鳥取療育園長 
海津亜希子  国立特別支援教育総合研究所主任研究員 
金原 洋治  かねはら小児科院長 
川合 紀宗  国立大学法人広島大学大学院人間社会科学研究科教育科学専攻 

教師教育デザインプログラム・国際教育開発プログラム教授 
木舩 憲幸  九州産業大学人間科学部 子ども教育学科教授 
小枝 達也  国立成育医療研究センター副院長 
小﨑 慶介  心身障害児総合医療センター所長 
齊藤万比古  愛育相談所長 
坂本 征之  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所主任研究員 
笹森 洋樹  国立特別支援教育総合研究所上席総括研究員 
眞田 進夫  筑波大学附属聴覚特別支援学校副校長 
澤田 真弓  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所上席総括研究員 
下山 直人  筑波大学人間系教授（附属桐が丘特別支援学校長） 
高木 潤野  長野大学社会福祉学部准教授 
西牧 謙吾  国立障害者リハビリテーションセンター病院長 
丹羽  登  関西学院大学教育学部教授 
浜口 雄二  京都市教育委員会総合育成支援課長 
福島 邦博  埼玉医科大学客員教授 
牧野 泰美  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所上席総括研究員 
柳澤亜希子  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所主任研究員 
山田 健司  羽島市教育委員会学校教育課長 
米原 孝志  富山県教育委員会県立学校課特別支援教育班長 
渡邊 信貴  いわき市立湯本第二小学校長 
 
 
  



431 
 

なお、文部科学省においては、次の者が本書の編成に当たった。 
 

（所属・職名は令和３年４月時点） 
 
八田 和嗣  初等中等教育局特別支援教育課長 
分藤 賢之  初等中等教育局視学官 
小林 美保  初等中等教育局特別支援教育課特別支援教育企画官 

髙橋 志織  初等中等教育局特別支援教育課企画調査係長 
森田 浩司  初等中等教育局特別支援教育課特別支援教育調査官（視覚障害・弱視） 

堀之内恵司  初等中等教育局特別支援教育課特別支援教育調査官（聴覚障害・言語障害） 
加藤 宏昭  初等中等教育局特別支援教育課特別支援教育調査官（知的障害・自閉症・ 
       情緒障害） 
菅野 和彦  初等中等教育局特別支援教育課特別支援教育調査官（肢体不自由） 
深草 瑞世  初等中等教育局特別支援教育課特別支援教育調査官（病弱・身体虚弱） 
加藤 典子  初等中等教育局特別支援教育課特別支援教育調査官（発達障害） 
 
 

（所属・職名は令和３年３月時点） 
 
佐々木邦彦  初等中等教育局特別支援教育課特別支援教育企画官 
大村 祐大  初等中等教育局特別支援教育課企画調査係長 
庄司美千代  初等中等教育局特別支援教育課別支援教育調査官（聴覚障害・言語障害） 
中村 大介  初等中等教育局特別支援教育課特別支援教育調査官（知的障害・自閉症・ 
       情緒障害） 

 
 

 

 

 

 


